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おわ りに
はじめに一深化と拡大
EU(欧州連合)は,2002年12月,コペ ンハーゲ ンの首脳会議で,中 ・東 欧 ・バ ル ト諸国,キ
プロス,マ ルタの10ヵ国 を2004年5月に一括 して加盟 す ることを承 認 し,こ れ によ り加盟 国
25ヵ国,人 口4億5300万人の広大な拡大統合圏が誕生する見通 しとなった。
ドイツ,フ ランス国境のルール,ザ ール地方の石炭 と鉄鋼 をヨー ロッパの共同管理下に置 き,
不戦の地域 を創 ろうとい う,フ ランスのロベール ・シューマ ン外相の呼びかけに,独,仏 両国の
ほか,イ タリア,ベ ネル ックス3ヵ 国が呼応 し,1951年4月に欧州石 炭鉄鋼共 同体(ECSC)条
約 に調印 し,欧 州統合の礎が築かれた。ジャン ・モネが起草 し,シ ューマ ン外相が提唱 して結実
したこの条約は,1952年7月23日に発効 してか ら半世紀 を経 た2002年に使命 を終 えたが,欧
州統合の輪は,激 動の時代の波 に洗 われ,曲 折 を経 なが ら深化 と拡大の路線 に基づいて脈々 と広
が ってきた。
ECSC後,1957年3月,欧州経済共同体(EEC)と欧州原子力共同体(ユ ーラトム)を設立す る
ロー マ条 約 の 調 印,1967年7月,3つの共 同体 執行 機 関 を統 合 した欧 州 共 同体(EC)の発
足,1992年2月,EU設立 の マー ス トリ ヒ ト条 約 の調 印 と統 合 は 進展 して きた。欧 州 統 合
は,1950年代 に,安 全保障,防 衛 をめ ぐって欧州防衛共 同体の構 想が浮上 したが,当 時,西 ド
イツの再軍備 に対す る警戒感が根 強か ったため挫折 し,経 済統合が重点に発展 した。EC発足の
翌1968年7月,関税 同盟,共 通農業政策が完成 し,深化が具体化 した。
特 に共通農業政策 は,当 時は統合の象徴 といえる重要な政策で,シ ューマ ンやジャン ・モネが
理想 に描 いた超国家的な連邦主義が特徴 となっている。共通農業政策(CAP)は域 内農業 を保護
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し,農 産 物価 格 を統 一 し,資 金 は すべ てECの 財 政 が負 担 し,欧 州 農 業指 導 保 証基 金(EAGGF--
Europeanagriculturalguidanceandguaranteefund)が予算 化 され た。 当時 の深 化 の特 徴 で あ るCAPが
どの よ うに変革 した か を術鰍 す る と,農 産物 の在 庫 の過 剰,EC財 政 の 逼迫,農 業 構 造 改 革 の遅
れ,ガ ッ ト(現在はWTO)の ウル グア イ ラウ ン ド交 渉 で,CAPは 閉鎖 的 で,自 由貿 易 体 制 に反す
る とい う批 判 が 出 るな ど様 々 な問題 を内包 してい るこ と も露呈 され た。
こ う した情勢 を踏 まえ,ECは 価格 支 持政 策 か ら農 家 へ の 直接 支 払 い とい う補償 政 策 に切 り替
え る改 革 を1992年か ら実 施 に移 して い る。 そ して い ま,中 ・東 欧 諸 国 とい う農 業 分野 での 就 労
が比 較 的多 い 旧共 産 圏諸 国の 加 盟 を控 え てTEUのCAPは 農 業財 政 支 出 を含 め て 改 革 の新 らた
な 岐路 に さ しか か って い る。
統 合 の深 化 につ い て は,市 場 統 合,通 貨 統 合 な ど経 済 分 野 で の 統 合 の 輪 が 更 に膨 ん だ。1971
年 の ドル危機(ニ クソン ・ショック),1973年,1979年の二 次 にわ た る石 油危 機 で ヨー ロ ッパ 経 済
は沈滞 期 に入 った が,そ の中 か ら経済 を活性 化 させ 再生 をめ ざす域 内市 場 の統 合 プ ラ ンが 編 み 出
され,人,物,資 本,サ ー ビス の 自由 な移動 を保 証 した単 一市場 が1993年か ら稼働 した。
これ と並 行 して,ド ル危 機 に端 を発 す る国際通 貨 危機 に さ らされ た中 か ら共 通 の通 貨 を創 ろ う
とい う声 が 高 ま り,1989年4月,通 貨 統合 をめ ざす ドロー ル報告(ECの 経済通貨同盟に関す る報告
書)が 単一 通 貨立 ち上 げの道 筋 をつ け た。 幾 多 の曲折 と苦 難 の道 を辿 りなが ら も,1999年1月 か
ら単 一一通 貨 「ユ ー ロ」 を導 入 し,2002年1月 か ら,流 通 を開 始 した。 この ユ ー ロ は,市 場 統 合
を通 貨 の面 で 支 え る重 要 な要 素 で もあ る。
一・方 で,欧 州 の統 合 は,必 然 的 に広域 圏 を往 来 し,居 住 す る 人の権 利 に波 及 し,ヨ ー ロ ッパ市
民権 が 設定 され た。 マ ース トリヒ ト条約 で規 定 され るEU市 民 権 は,居 住 先 で の地 方 選 挙,欧 州
議 会 の 選 挙,被 選挙 権 を持 ち,ま た社 会 労 働 分 野 で,例 え ば,「社 会 保 障 と労 働 者 の 社 会 的 保
護 」 が社 会政 策協 定 に盛 り込 まれ た。 更 にマ ー ス トリ ヒ ト条 約 を一 部改 正 したア ムス テ ル ダム条
約 で,「EUは 加 盟 国共 通 の 原則 で あ る 自由,民 主 主 義,人 権 の 尊重,基 本 的 自 由の 原 則 に基 づ
い て設 立 され た」 と… 歩 進 め て い る。 国 家 主権 の 象徴 で あ る 自国 通 貨 を消 滅 させ て 立 ち上 げ た
ユ ー ロを初 め とす る経 済統 合 と合 わせ て,欧 州統 合 は,自 由市場 経 済 に基 づ くアメ リカ型 グ ロー
バ ル資本 主義 に対 して,地 域統 合 型 の経 済 ・社 会 の ヨー ロ ッパ 型 モ デル を提 示 して い る。
… 方 ,統 合 の 拡 大 に つ い て,1973年に イギ リス,デ ンマ ー ク,ア イル ラ ン ド,1981年にギ リ
シャ,1986年にスペ イ ン,ポ ル トガルが加 盟 しECは12ヵ 国 とな っ た。次 いで,1995年にオ ー
ス トリア,フ ィ ンラ ン ド,ス ウ ェー デ ンが 加 盟 しEUは15ヵ 国 に拡 大 した。 そ して今,10ヵ 国
(ポー ラン ド,チェコ,ハ ンガリー,ス ロバキア,ス ロベニア,エ ス トニア,ラ トビア,リ トアニア,キ プロ
ス,マ ルタ)が2004年5月1日 に一括 加 盟 す る見通 し とな っ た(EUは 正式に加盟 を承認 したが,加
盟交渉国の中には国民投票で批准を承認する国もある)。
今 回のEUの 東 方へ の拡 大 は,こ れ まで の 西 ヨー ロ ッパ諸 国 の加 盟 とは異 な り,(i)10ヵ 国
とい う多 数 国 の 一一括 加 盟,(ii)大 半 が冷 戦 終 結 まで 旧東 欧 で呼 ば れた 旧共 産 圏諸 国,(iii)EU
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の境界線が東で ロシア と接 し,南 で地中海のキプロス,マ ル タに達す るこ とか ら,古 代 ローマ帝
国の版図にまたが る一大拡大圏を特徴 としている。人口で4億5300万人,国 内総生産で世界の
29.5%(現加盟15ヵ国で28.2%で,9兆2310億ユーロ,10ヵ国で1.3%増一2001年現在(1))。国 と広域
圏の比較 になるが,人 口ではアメ リカの2億7800万人 を上回 り,経 済規模ではアメリカの10兆
7000億ユ ーロに迫っている。
欧州委員会 は2002年10月9日,加盟予 定の10ヵ国 につ いて,機 能 す る市 場 経済,民 主主
義,法 の支配な どEU加 盟の条件 を取 り決めた1993年のコペ ンハ ーゲ ンの政治 ・経済基準 を満
た しつつ ある として2004年の加盟 を勧 告 した。 この勧告 を受 けて,EU首 脳 は10月24,25日
のブ リュッセルの首脳会議で承認 次いで12月12,13日の コペ ンハーゲ ンの首脳会議で正式 に
承認 した。 この勧告 には政治 ・経済基準以外に,自 由な人の移動,農 業,共 通外交,安 全保障政
策など31項目にわたる行政,法 体制の整備が交渉の対象 になって きたが,2002年内に全体 をク
リアする見通 しがつ いたことを前提 としている。
しか し,同 時に,EUは 過渡的措置 も含 めて体制の整備 を迫 られ,(i)市 場統 合で保 証 され
ている労働力 の自由な移動 につ いて,最 高7年 間の過渡的 な移行期間 を設ける,(ii)農家 に対
する直接支払の補助金は所得格差 を考慮 して,段 階的なアプローチ を取 る,(iii)拡大 圏を前提
に特定多数決制の政策領域を拡大するな どの機構改革 を行った。(iii)の機構 改革のニース条約
については,ア イルラン ドが 国民投票で批准 を否決す る一幕 もあ った。(iv)中・東欧,バ ル ト
諸国の一・部の国では,国 民投票による批准の結果待 ちとなってお り,加 盟 に至 るハー ドルが無い
訳ではない。
この うち,10ヵ国を迎え入れ るための機構 改革はEUの 拡大 に不可欠 な要素 と して特筆 した
い。2000年12月,ニー スの首脳会議で決 ったニース条約は,2001年6月のアイルラン ドの国民
投票で否決 されたことか ら,条 約成立に赤信号が灯 る とい うシ ョックが統治機関に広がった。通
貨統合,共 通外交安全保 障政策 を柱 とする共通政策を取 り決めたマース トリヒ ト条約の際 にも,
デ ンマークが国民投票で批准を否決 した という前例が ある。これ に直面 して,EU首 脳 は市民参
加の重要性 を明確 に認識 し,2001年12月のベルギーの ラーケ ン宮 での首脳会議 で,ユ ーロ官僚
に依存 しす ぎた点を反省 し,市 民に開かれた ヨー ロッパ統合の構築 を前面 に打 ち出 した。
同時 に,EU加 盟国が現在の15ヵ国か ら一挙 に25ヵ国加盟 とい うことになる と,EUと 加盟
国の権 限の配分(subsidiarity)を大胆かつ ダイナ ミックに再検討 し,新 しいEUの 体制造 りが焦眉
の急 とな り,ラ ーケンの首脳会議で,「ヨー ロッパの将来に関す る協議会(convention)」を設 け,
汎 ヨーロッパの未来に向けての総討議を開始 した。 オース トリアの哲学者,ク ーデ ンホー フ ・カ
レルギー伯が 「パ ン ・ヨーロ ッパ」 を提唱 した1923年か ら数えて80年,欧 州石炭鉄鋼共 同体の
構想 をジャン ・モネが描 き,そ れ に基づいて シューマ ン外相が提唱 した1950年か ら凡そ半世紀
が経 っている。
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110ヵ 国のEU加 盟 とその課題
1-1中 ・東欧か らの加盟希求の動 き
第二次大戦後,東 西両陣営 が北大西洋条約機構1(NATO)とワル シャワ条約機構 を軸 に対決が
続いている最 中,民 族主義傾向の強い東欧諸国では 自由化 を希求す る動 きが顕在化 し始 めてい
た。1953年のハ ンガリーの反 スター リン暴動,1956年のポー ラン ドのボズナ ンの民主化 要求 の
暴動,1968年のチ ェコス ロバ キアの民主化運動 「プラハの春」な どが例 に挙げ られ よ う。いず
れ もソ連軍の戦車で封 じられたが,1970年代か ら1980年代 にかけて,ポ ーラン ドでグダ ンス ク
の造船所の 自主管理労働組合 「連帯」が職場の待遇改善の要求か ら次第にス ト権,言 論 ・出版の
自由な ど自由化 を希求す るとい う政治運動に発展 していった。
東欧(旧東欧)の改革の一つのモデル としてのハ ンガ リーでは,1960年代 中期か ら後期 にかけ
て,内 政 と計画経済政策 に変革が起 き,計 画指導体制が,間 接管理型 の統制 システムに取 って代
わ られた。社会,政 治の 目は以前には生産その ものに集中 したが,社 会的政治的な改革が描 く新
らしいイメー ジは,経 済成長に重点を置 き,従 って消 費と生活水準の向上が価値感 となった(2)。
転換 の路線 は,生 産 と地域経済(かつて地域発展の中心的要素だった)か らゆるやかに,管 理,イ ン
フラの整備,生 活条件の改善へ と転換 していった。 これは,ハ ンガリー型モデルと呼ばれる(3)。
この時期の経済構造 は,重 工業化 され,過 度に開発 された都市部 と,工 業化 を基軸 としなが らも
開発が遅れた農村地帯か ら成 っていたが,大 規模集団農場での生産の多様化 とこれに関連 した産
業の発展 によって1970年代 に農耕地域の拡大が促 された。
1970年代のハ ンガ リーは地方都市,特 に県庁所在地の ダイナ ミックな発展の10年間で,特 に
住宅建設 とそれに関連 した インフラ整備が特徴で,首 都ブ タペス トにこれ までで最大の住宅団地
が建設 され たの はこの時期であ る。1980年代 の初期 まで に,政 府 は経済成長を持続す るには急
進的な改革を断行す る必要があることを認識 した。国際貿易取引に関わる天然資源のほ とん ど無
いハ ンガリーは,中 小企業 に民 問の資金 を投入 して育成する方策に解決策 を見い出 し,1982年1
月 に小規模 の企業に個人の参入 を認める法令 を施行 し,民営化 を奨励 した。ハ ンガリー政府は繊
維産業か ら食料雑貨店 にいたる まで,小 規模経営 を望む起業家 を支援 した(4)。一方でハ ンガリー
は,1987年4月に,ECと 貿易 ・経済協力協定 に向けた協議iを開始 した。
ECは1974年にコメ コン(東欧の経済相互援助会議i)諸国に対 して,貿 易協定の締結 を呼びかけ
てい くが,東 西 間の関係改善は1985年にソ連の共産党書記長に ミハ イル ・ゴルバチ ョフが就任
してか ら大 き く動 き出す。ゴルバチ ョフ書記長 は,社 会主義国家間の関係 を取 り仕切 る原則であ
る 「ブ レジネフ ・ドク トリン(主権制限論)」を放棄 し,「ヨーロ ッパ 共通の家」の新思 考外 交 を
進 めた。 この新思考外交で東西間の和解,東 欧の改革 を進 め,1988年6月にECと コメコ ンの
問に相互承認 をうたった共同宣言が発表 された。
その結果,東 欧(1989年の冷戦終焉後は中 ・東欧と自ら名乗 り出す)諸 国で 自由化が加速 し,1989
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年6月 にポ ー ラ ン ドの 自由選挙 で 「連帯 」 が大 勝 し,非 社 会 主義 内 閣が 誕 生 した。10月 にハ ン
ガ リーで社 会 主義 を放棄 す る新 憲法 が 採択 され,11月 のベ ル リ ンの壁 の 崩壊 と続 い た。1990年
3月 に は,今 回EU加 盟 が認 め られ たバ ル ト3国 の エ ス トニ ア,ラ トビア,リ トアニ アが独 立 し
た。
一方 ,西 側 で は,1989年7月の パ リの ア ル シュ主要 国会 議 を契 機 に,ポ ー ラ ン ド ・ハ ンガ リー
経 済再建 支 援 計画(PHARE-PologneetHongrie:Acti。nsp・urlaReconversionEconomique),市場 経 済へ
の移 行 を支 援 す る欧州 復 興 開発 銀 行(EBRD)の設 立 と資金援 助,政 治 分 野 を含 め た包 括 的支 援
の欧州 協定(EuropeAgreement)を通 じて,中 ・東 欧 諸 国の 自由化 支援 を行 って きて い る。 公 的支
援 を含 め て,企 業 の民 営化,価 格 の 自由化,貿 易 ・外 国為 替 制 度 の改革 な ど一 連 の市場 経 済 へ の
移 行 に伴 い,自 由貿易,直 接投 資 が活 発 とな り,中 ・東 欧諸 国 の経 済 の活 発化 に大 き く貢 献 して
い る。
1-2直 接投資,民 営化,加 盟申請
海外直接投資は単にEC,EUに関わるだけでな く,グ ローバル化,非 ローカル化 の世界規模の
経済活動に大 きなインパ ク トを与 えて きた。 この中で特 に旧東欧の中 ・東欧諸 国は,潜 在 的な消
費の一大マーケ ッ トで,ま た技能水準の高い熟練労働力が存在 し,更 に,比 較的低 い労働 コス ト
で雇用で きることか らEC,EUの企業 にとって も魅力のある市場 といえる。海外直接投 資 とは,
経済的,政 治的体制転換の活発なプロセスを安定化 させ る主要なマ クロ経済のメカニズムの一つ
であ り,ま た,東 西間の交流の主要な形態 の一つ と見なされる(5)。
冷戦が終焉 した1989年以降,中 ・東欧諸 国は,経 済の発展 と世界経済へ の統合,特 に技術,
貿易,経 営の ノウハウに関 して,直 接投 資が果す役割を認識 し,積 極的に外 国か らの投 資を受け
入 れる政策を進めて きた。欧州協 定が初 めて結ばれた1991年以降,中 ・東欧諸 国に向けたEC
企業か らの直接投 資が活発 とな り,特 に1994年には,こ れ ら中 ・東欧諸 国は,EU加 盟 を 目指
して民営化政策 を進めた結果,合 併 ・買収(M&A)を中心 とす る直接投資が急増 した。1993年
には,チ ェコ,ポ ーラ ンド,ハ ンガリーの3力 国だけで,中 ・東欧諸 国(バル ト3国も含む)向け
の海外直接投資額は全体の4分 の3以 上で,1990年代の前半の段階では,海 外の投資家 はハ ン
ガ リーを最 も有望な投資先 きと考えていた(6)とい う見方 もある。
一方 で,EC(EU設立条約は1993年11月に発効,ECからEUとなる)は1991年12月,ポー ラ ン
ド,ハ ンガリー,チ ェコスロバキア(z)と欧州協定 を結 んだ結果,鉄 鋼,繊 維製品 といった一部の
セ ンシティブな部門を除いて工業製品に対す る関税が撤廃 された。 これによ り漸次,貿 易 の数量
制 限が取 り払 われてい き,EUと 中 ・東欧諸 国の貿易が拡大 した。 ただ,不 況 を理 由 にセ ンシ
ティブ部門の製品の数量制 限と,自 由化か ら除外 された農産物 に関 して,EU側 が輸入規制 を強
化する挙 に出たため,EUと 中 ・東欧諸国の間で貿易摩擦が深刻化 した。 このため,EUは1993
年6月 の コペ ンハーゲ ンの首脳会議で,セ ンシティブ品目に対する関税撤廃の2年 間の前倒 し実
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施 と農 産物 の輸 入 関税 の 引 き下 げの 加速 化 を決め た(8)。
こ う した中 で,中 ・東 欧諸 国 は,ハ ンガ リーの1994年3月31日 の加 盟 申請 が 発端 とな り,堰
を切 っ た よ う に加 盟 を 申請 した。1996年6月10日 付 の ス ロベ ニ ア に至 る まで,ポ ー ラ ン ド,
ル ーマ ニ ア,ス ロバ キ ア,ラ トビア,エ ス トニ ア,リ トア ニ ア,ブ ル ガ リア,チ ェ コの10ヵ 国
がEU加 盟 を 申請 した。 この 他 に,ト ル コが1987年4月14日,キ プ ロ ス,マ ル タが1990年7
月に 申 請 して い る。EUは1997年12月 の ル クセ ンブル クの首 脳 会 議 で,EU拡 大 の進 め 方 につ
い て基本 的 な合 意 に達 し,1998年3月31日 か ら,ハ ンガ リー,チ ェ コ,ポ ー ラ ン ド,ス ロベ ニ
ァ,エ ス トニ ア,キ プ ロ ス の6ヵ 国 と加 盟 交 渉 を 開 始 した。 ま た,EUは2000年2月15日 か




























































































































⑤ ルクセ ンブ ルク
⑥ オラ ンダ
1973年EC9ヵ 国
⑦ デ ンマー ク
⑧ アイルラ ン ド
⑨ 英国
1981年 匠C10力国
⑩ ギ リシ ャ
1986年EC12ヵ 国









⑱ チェ コ共和 国
⑲ ハ ンガ リー
⑳ マル タ
⑳ ポー ラ ン ド
㊧ ルーマ ニア
㊧ ス ロバ キア









ら,ブ ル ガ リア,ル ーマ ニ ア,ス ロバ キア,ラ トビ ア,リ トアニ ア,マ ル タの6ヵ 国 と交 渉 を開
始 し(図1-2),ま たEUは1999年 のヘ ル シ ンキの 首脳 会 議 で,ト ル コを正 式 に加 盟 候 補 国 と決
め た。加 盟 の条件 は,民 主 主義,法 の支 配 とい っ た政治 基準,機 能 す る市場 経 済 とい った経 済基
準 な ど を取 り決 め た コペ ンハ ーゲ ン基準(Copenhagencriteria)を満 た さねば な らない(9)。この 中
にはS将 来 ユ ー ロに参加 す る場合 に必要 な加 盟 国 と しての 義務 を果す 能力,ま た,政 治,経 済 基
準 に関わ る行政,司 法制 度 の整備 も含 まれ る。 行政,法 体 制 の整備 と して は,人 の 自由な移 動,
共通 外 交安 全保 障政 策,農 業 な ど31項 目にわ た って審 査,交 渉が 行 な われ て きた(lo)。
五 コペンハーゲンの加盟正式承認と迎え入れるEUの課題
皿一1市 場経済へ着実に進展一欧州委員会が加盟承認 を勧告
旧ソ連 ・東欧諸国の市場経済への移行 を支援 している欧州復興開発銀行(EBRD-EuropeanBank
forReconstructionandDevelopment)は,2000年版の年次報告書で,中 ・東欧,バ ル ト諸国(11)の中
の数 ヵ国では,市 場経済に向けて,と りわけ民営化 と自由化の分野で著 しい進展がみ られ,特 に
小規模企業の民営化で先進工業国水準の4プ ラスが多 くみ られたとして コペ ンハ ーゲ ンの経済基
準 を達成 しつつあることを伺わせている 俵II-1-aを参照)。
またEBRDの2002年版の年次報告書 では,EU加 盟交渉国で市場経済移行へ の支援体制が着
実に業績 を達成 しつつあ り,ま た特に財政金融の分野で市場経済への移行が着実に進展 したとし
ている。同時 に対外直接投資が経済成長の下支 え として大 きく貢献 し,中 ・東欧,バ ル ト諸 国
(ブルガリア,ルーマニアを除く)では2002年には過去最高の310億ドルの対外直接投資が見込 まれ
ている。
これ ら地域への国際資本の流入 は,国 内の財政制度が投 資家 を支援 で きる力がついていない と
ころか ら,市 場経済化 にとって重要で,潜 在的 な成長の実現 に大 きく貢献で きる。近 年では,
中 ・東欧諸国向けの ヨー ロッパ企業の直接投 資が拡大 しているが,日 本の 自動車 関連 メー カー
も,チ ェコ,ハ ンガリー,ポ ー ランドへの進 出が相次いでいると伝 えられ る。 中 ・東欧へ の投資
は,自 動車 を始め とする製造業が中心 で,ト ヨタ自動車 とフランスのプジ ョー ・シ トローエ ング
ループは2001年末,チ ェコに合併の小型工場 を新設す る方針 を決めた(12)。また,ド イッの アウ
デ ィはハ ンガリー工場 に凡 そ1億6000万ドルを追加投資,ス ズキのハ ンガ リー現 地法 人,マ
ジャー ル ・スズキ も追加投 資を決 めた。それに よる と,チ ェコ,ポ ー ラ ン ド,ハ ンガ リーな ど
中 ・東欧8ヵ 国のEU加 盟後 は,経 済制度がEU基 準に統一 される うえ,向 う10年程 度は賃金
水準が現在のEU圏 を下回る見通 しで,外 国企業が相次いで拠点を設けている と伝 え られた。
こうして中 ・東欧,バ ル ト諸国がEU加 盟 に向けて鋭意基準達成の努力 を重 ねる中で,欧 州委
員会 は2002年10月9日,加盟交渉10ヵ国 は加盟 の条件であるコペ ンハ ーゲ ンの政治基準 を達
成 し,ま た経済基準 と法,行 政の整備 を年内 に達成 で きる見通 しであ ると して,2004年初 めに
加盟を認めるように勧告 した(13)。欧州委員会の勧告はまた,(i)キ プロス は,包 括 的解 決を基
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表II-1-a中 ・東欧 ・バル ト諸 国の市場経 済進捗状況
(各項 目の上記,中 記,下 記部分は2002,2001,2000年の順)
i 入ロ GDPに占 企業の民営化 統治,企 価格 貿 易 ・外 競争 銀行改革 証券市場, イン
! 2001年中期 める民問部 業の リス の自 国為替制 と金利の ノ ンバ ンク フラ
(100万)門の害拾 大規模 小企業 トラ 由化 度 政策 自由化 金融機関 整備
70 ξ 一 4一 2+ 3 4+ 2+ 3+ L+ 3一
ブルガリア 8.1 7Q 4一 4 2+ 3 4+ 2+ 3 2
70 4一 4一 )+ 3 4+ 2+ 3 2
$0 4 4+ 3+ 3 4+ 3 4一 3 3
チ ェ コ 10.3 80 4 4+ 3+ 3 4+ 3 4一 3
so 4 4+ 3+ 3 4+ 3 3+ 3
80 4 4+ 3+ 3 4+ 3一 4一 3+ 3+
エス トニア 1.4 75 4 4+ 3+ 3 4+ 3 4一 3
i 75 4 4+ 3 3 4+ 3一 4一 3
so 4 4+ 3幸 3+ 4+ 3 4 4 4
ハ ンガ リー 10.0 80 4 4+ 3+ 3+ 4+ 3 4 4一
L 8Q 4 4+ 3+ 3+ 4+ 3 4 4
1
I
l 70 3+ 4+ 3一 3 4+ 2+ 4 3 3
iラ ト ビ ア 2.4 b5 3 4+ 3一 3 4+ 2+ 3+ 2+
: 65 3 4+ .一 3 4+ 2+ 3 2+
75 4一 4+ 3 3 4+ 3 3 3 3一
リ トアニア 3.7 70 3← 4+ 3一 3 4+ 3 3 3
70 3 4+ 3一 3 4 3一 3 3
75 3+ 4+ 3+ 3+ 4+ 3 3+i4一 4一
iポー ラ ン ド 38.7 75 3+ 4+ 3+ 3+ 4+ 3 3+ 4
ー
1 70 3+ 4+ 3 3+ 4+ 3 3+ 4一一
l
i 65 3+ 4一 2 3+ 4 2+ 3 2 3
レレーマ ニア






60 3 4 2 3 4 2+ 3 2
1 80 4 4+ 3 3 4+ 3 3+ 2+ Z+
ス ロバ キア 5.4 80 4 4+ 3 3 4+ 3 3+2+1
7J 4 4+ 3 3 4+ 3 3 2+
65 3 4+ 3 3+ 4+ 3 3+ 3 3+
ス ロ ベ ニ ア1 Z.0 　 65 3 4+ 3一 3+ 4+ 3一 3+ 3
【
ー 55 3 4+ 3一 3+ 4+ 3 3+
1
i..1 ↓ i
出所:EB㎜(EuropeanBankfarReconstructionandDevelopment)TransitionReport2002,2001,2000年版 か ら作 成
(注)4+が 何 れ も最 高 で,先 進 工 業 国,又 は 国 際 的 水 準,例 え ば,民 営 化,リ ス トラの場 合:
大 娩 模 民 営 化2一 包 括 的 民 営 化 実 施 の 準 備 整 う3-25%tt..11.の民 営 化4-50%以 上 の 民 営 化4+-75%以
上 の 民 営 化,先 進 工 業 国 の 水 準
小 規 模 民 営 化3一 包 括 的 民 営 化 の 実 施4一 民 営 化 完 了,所 有 権 移 転 が 自 由4+一 先 進 工 業 国 の 水 準,小 企 業 の
国 有 な し
輔 ・蝶 のリストラ2一 適 度 の 緊縮 金 融 ・補 助 金 の 政 策,し か し破 産 制 度 化 の 進 展 進 まず3一 予 算 を引 き締 め,効 果 的
な企 業 統 治 の措 置 が と られ る4一 企 業 統 治 の 改 善4+一 企 業統 治 が 先 進 工 業 国 の 水 準
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礎 に再統一 され たキプロス と して加 盟す ることを希望す る,(ii)ブル ガリア とルーマニ アは
2007年に加盟で きる よう支援二す る,(iii)支…援は,司 法,行 政改革 を中心 に進 める,(iv)トル
コは戦時以外の死刑 を廃止,ま た,ト ル コ語以外 の言語 に よる放送,教 育 を認め るな どコペ ン
ハーゲ ンの政治基準 に向けて重要 な進展がみ られるが未だ基準 を満た してい ない点 に も言及 し
た。 トル コにつ いては加盟交渉 開始の時期 などには触れなか った。
欧州委員会の勧告は,民 主主義,法 の支配,人 権,少 数民族の尊重 と保護の うち,人 権 に関わ
る項 目で,性 の平等を保証す る行政の枠組みが強化 され,ま た少数民族の保護について,ロ マ人
樋 称ジプシー)コ ミュニテ ィに向けて改善 の行動計 画が実施 に移 されてい ることに着 目してい
る。ロマ人は貧富の格差の象徴 ともいえるほど貧困化が顕著で,ま た失業率 も高 く,社 会への統
合が課題 となっている。
経済基準について,欧 州委員会 の勧 告は,1997年一2001年の5年 間に,殆 ん どの加盟交渉 国
で インフレが下降 し,経 済成長率は平均 して現加盟 国平均 の2.6%を上回 り,1人 当 りのGDP
が購買力基準で2000年にEU平 均の38.5%だったのが2001年には39.3%へ上昇 した点に言 及
している。一方 で,全 加盟交渉 国の政府の財政赤字 は,景 気 の低迷 のため平均 して3.2%から
3.8%へ上昇 したこと,貿 易 と経常収支の赤字は,多 くの国で高止 まりの状態 にあるが,や りく



















(対GDP%)(2001年推定) (2002年予測) 2001年推定 2002年予測
チェ コ 106(95) 3.3 2.5 4.7/2.3
一3 .6 4,820 111 4a.3
エス トニ ァ 90 5.0 4.0 5.8/3.8 一6 .7 343 sao 38.2
ハ ンガリー 112
(99) 3.8 4.0 9.2/4.9
一2
.4 2,103 2,559 ・ ・
ラ トビア 75 7.7 4.0 2.5/2.5 一8 .5 170 250 35.7
リ トアニ ア 72 5.9 5.2 1.3/0.9 一5 .8 435 395 ・ ・
ポー ラン ド 129(122) 1.0 1.0 5.5/2.1
一3 .8 6,502 5,000 39.2
スロバキア 110(loo) 3.3 3.5 7.3/3.1
一9 .1 1,460 4,000 43.5
ス ロベニ ァ 121(109) 3.0 2.7 8.4/7.4 1.2 338 553 43.1
中 ・東欧 ・
バル ト諸 国
113 2.5 2.3 5.5/2.3・X1
5.5/3.2・X2
一4 .7 17,500 22,027 38.9
ブルガリア 80(67} 4.0 4.0 7.4/6.1
一5 .9 641 800 36.6
ルー マニア 84(76) 5.3 3.5 34.5/22.7
一5
.0 1,154 1,200 31.2
出所:EBRD(EuropeanBankforReconstructionandDevelopment)TransitionReport2002
注:経 済 復 興 度 の()は1999年 の統 計 。 イ ン フ レ率 の ※1は 中央 値,※2は 相 加 平 均 値 。
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り可能 な範 囲内 にあ る と して全 体 と して機 能 す る市場 経 済 に向 け て進 展 してい る との認 識 を示 し
た(表II‐1bを 参照)
∬210ヵ 国を迎 えるEUの 課題
EU加盟国首脳 は2002年10月24-25日のブ リュ ッセルの会議 で,欧 州委員会の加 盟勧 告 を
承認 し,12月のコペ ンハーゲ ンの首脳 会議で正式に決定するこ とを決めた。 コペ ンハ0ゲ ンの
首脳会議 まで正式な決定を先 き送 りしたのは,キ プロス問題の包括的解決を見守ることと,共 通
農業政策に基づ く新規加盟国向けの補助金問題 でEUの 共通の立場 を固めるのが主 な狙 い とみ ら
れ る。
この項では主 として迎 え入 れ側のEUの 論点に触 れる。
(1)キプロス紛争 と トルコ
キプロスはギ リシャ系住民 のキプロス共和国 と トルコだけが承認 している,ト ルコ系住民 の北
キプロス共和国 に2分 されている。EUは キプロスの加盟 を認 めるにあた り,ギ リシャ系,ト ル
コ系住民の双方の代表に対 して,加 盟交渉が2002年の年内 に完成す る前に和解 に達する ように
求 めた。EUは,国 連安全保 障理事 会の決議 に沿って事務総 長に よる解 決の努力 を支持 してい
る。和解 に達 しない場合 は,解 決を加盟の条件 に しないこ とを決めた1999年のヘル シンキの首
脳 会議の決定 に基づ くことにしている。
ところで,ト ル コで は2002年11月の総選挙で,野 党の親 イス ラム政 党,公 正発展 党(Justice
andDevelopmentParty)が第1党 とな り,初 めて親 イスラム政党による単独政権が発足 した。 トル
コはEUの 新規加盟申請国の中では一番早い1987年4月14日に加盟 申請 し,そ の後 も加盟の方
針 に変更な く推移 して きている。1999年のヘル シンキでの首脳会議で正式 にEUの 加 盟候補国
に認め られてお り,路線 に変更 はないとみ られる。む しろ,9・11の米同時テロ以降の世界情勢
か らして トルコのEU加 盟を望む声が高 まるとみ られた。
紛争の包括的な合意には時間がかか る見通 しで,国 連の特別交渉担 当官は,少 な くとも解決の
枠組み協定 にだけで も合 意 に達す る よう2003年2月28日を次 ぎの最 終期 限に設定 した(14)。
2003年1月か らEU議 長国となったギ リシャの全 ギ リシャ社会主義運動(PASOK)のシ ミティス
首相は,ト ルコに対す る警戒感を解 き,2004年5月アテ ネのアクロポ リスで行 なわれる予定の
加 盟条約調印式ではキプロス は統 一キプロス となるよう鋭意努力 中 と伝 え られる(15)(その後,3
月11日,国連のアナン事務総長が示した和平案は実らず南北キプロスの統合交渉は決裂と伝えられた)。
(2)貿易の課題
欧州委員会の勧告では,EU側 が必要に応 じて一定の経済の保護措置 が とれる ことになってい
る。貿易の自由化につ いて,EUは グローバ ル化が貿易の 自由化 をもた らし,ガ ッ トがWTOへ
発展 しEUに 対する一層の貿易の 自由化 を求 める風当 りが強 まる中,EUは 全体 として自由化 の
流 れの 中にあ る。 とはいえ,EUは1990年代の初 めに,現 加盟交渉 国 と工業製 品に関す る 自由
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貿易地域の創出をめ ざした欧州協定を結んだ際には,石 炭,鉄 鋼 といったセ ンシティブな品 目と
農産物 については例外 として輸入制限措置 を とった経緯がある(16)。中 ・東欧,バ ル ト諸 国の農
業就労者や低所得者層がEU加 盟 によって得 る利益 は極 めて低 く,EU加盟の支持率 は比較的低
い(17)とい う面 もある。
とはいえ,貿 易 はEU加 盟国,中 ・東欧諸国の双方 にとって利益で,欧 州委 員会統計 に よる
と,EU加盟予定の中 ・東欧,バ ル トな ど9ヵ 国(ブルガリァのデーターなし)の1997年のEU向
け輸 出は平均 で54.1%,EUからの輸入 は,55.4%,EU向け輸 出で はハ ンガ リーが71.2%,
ポー ラン ドが64.2%,スロベ ニアが63.6%と中 ・東欧の貿易 はEU依 存度が高い。
2004年に加盟が見込 まれる10ヵ国は,一 定期 間,セ ーフガー ドの対象になる とみ られるが,
同時に今後 はEUの 貿易政策に則 った対応 を迫 られることになろう。EUの貿易政策は開放 と保
護の混合で,バ ナナ戦争の例にみ られるアメリカ との貿易摩擦 も含めて新規加盟国 としてグロー
バ ル政策への参加 を求 め られ るこ とになろう。EUは バ ナナの輸入 について は,複 雑 な割 り当
て,関 税 を課 し,ま た許可制 とした ことか ら,中 南米原産のバナナの流通業者の多 いアメリカが
WTOに提訴 し,1998年,WTOはEUの取 り決めは違法 と裁定 したケースがあ る(18)。鉄鋼 品 目
の問題でも,ア メ リカとの間に対立点がある。
(3)労働力の移動 に移行期間
10ヵ国の一括加盟 による経済的イ ンパ ク トを緩和 し,順 調 なス ター トを切 りたいEUは,加
盟国 との合意の基に,移 行のための暫定的な措置 を取 り決めた。1つ は労働力の 自由な移動 に移
行期 間が設け られた。東西両 ヨーロ ッパ 間の賃金格差によって,西 側の労働市場 は中 ・東欧諸国
の労働者にとって大 きな魅力である。
ドイツSオ ース トリアには,中 ・東欧7ヵ 国,バ ル ト3国か ら西 ヨー ロッパに移動す る人々の
80%が流入 している(19)ところか ら,両 国は,自 由な移動 による労働市場 が撹乱 されるのではな
いか とい う懸念が強い。調査に よる と,中 ・東欧,バ ル ト10ヵ国か らEUに 流入 し居住す る移
民の数は,1998年の85万人か ら増 え続 け,労 働力移動が 自由化 された後 の30年後 にピー クに
達 し,390万人になると予測 されている(20)。
労働力移動の問題については,ド イツ財務省の中 ・東欧加盟問題担 当官は,ド イツ人が失業す
るなど ドイツの労働市場 に悪影響 を及ぼす可能性 がある として懸念 を表明 した(21)。(i)建設
業,農 業分野で働 く中 ・東欧出身の非熟練労働者,(ii)ポー ラ ン ド,チ ェコなど国境周辺か ら
通勤 して くる出稼 ぎ労働者が急増 し,加 盟実現か ら向 う20年間に,200-400万人の労働者が ド
イツに流入するもの と予測 される とした。 このため,加 盟7年 間は労働力の流入 を制 限する取 り
決めを結ぶ方針 を明 らかに した。体制転換 した旧共産 圏諸 国のEU加 盟 は初めて となる訳 で,
中 ・東欧 と隣接する ドイツ,オ ース トリアでは受け入れ側の大 きな課題に浮上 している。
2000年末 ドイツのシュレーダー首相が労働力移動 の自由化 までに7年 間の移行期 間を設 け
る よう提 案 し,こ れが 導火 線 とな ってEU内 部 で 白熱 した論 議 が交 わ され た。欧州 委員 会
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は,2001年3月,人の移動,居 住 と人の労働市場への参入 の 自由とは区別すべ きである とい う
見解 を示 したが受 け入れ られず,EU議 長国のスウェーデ ンは,5月10日,暫 定期 間を2年,3
年 間延伸 を可 能 と し,更 に2年 間の延伸 を可能 にす る とい う妥協案 を提 示 した(22)。この提案
は,5月14日 の一般理事会で否決 されたが,7年 間を超 えない暫定 の移行期 間を設け,EUと 加
盟交渉国の間で,2国 間協定 を結ぶ道を開いた。オランダ,ス ペイ ンは労働力 の 自由な移動 に賛
成の立場 に立 った。労働移動の暫定期 間の問題 を相互 に異なる交渉 の対象(チ ャプター)の 問に
関連づ けると,ア キ ・コ ミュノテールに基づ く交渉の微妙なバ ランスを崩すのではないかと懸念
す る向 きもあった。 また,ポ ーラ ン ド,チ ェコか らこの件で二流国扱いで差別待遇 との声が上
がった。
とはい え,筆 者が2002年3月,ブタペス トでハ ンガリーの加盟交渉 の責任者 と会い,こ の問
題 を質 した ところ,当 初 は3年 間の 自粛期 間を設け,2年 間延伸 で き,更 に情勢次第で は,2年
追加延伸が可能 という最高7年 間の移行期 間を設 けた2国 間協定を ドイツ,オ0ス トリアと結 ん
だ ことを明 らか にした。
∬-3共 通農業政策 と新規加盟
2007年に加盟が見込 まれるブル ガリア,ル ーマニアを含 め,中 ・東欧 ・バ ル トの加盟交渉 国
であるハ ンガ リー,チ ェコ,ポ ー ラン ド,ス ロベ ニア,ス ロバキア,エ ス トニ ア,ラ トビア,リ
トアニアの10ヵ国で は農業 は主要産業 の1つ で,国 内総生産 では7%弱(EUで は1.6%)を占
め,農 業部門の就労人口は21.5%,EUは5%である(表II-一一3-一aを参照)
体制転換の 当初は,農 業部門での実績は低 く,1990年以前の中央計画経済によって課 され た
歪みが重 くの しかか り,こ うした歪み を取 り除 く政策が実施に移 されて は来た ものの,既 得権
益,失 業の恐れ,補 助金の関係で改革は緩慢であった。
しか し,民 営化,自 由化 を支持する政策 は全体 としては農業部門に プラスに作用 し,土 地改
革,特 に集団的所有 だった土地 を旧地主へ返還 し,十 地の私有化 を進める改革 と農産物価格 の自
由化 はプラスの効果 をもた らした(23)。しか し,同 時に,こ うした政策は,関 連価格 の変動,貿
易条件 の変動 によって一時的に逆効果を農業 にもた らす ことも有 り得 るのである。体制転換時
に,生 産が激減 したのはこれで説明で きる とされる。
長期的にみた場合,土 地の個入所有の度合が高ければ高いほ ど,生 産高は増え,生 産性 も向上
する。農産物の貿易 をみると,OECD(経済協力開発機構)諸 国か らの輸入が,OECD向けの輸出
よ り大 巾に上 回 り,貿 易赤字が増 えて いる。 これ はOECD側の輸 入抑制措置 に もよるが,そ れ
はほんの1つ の要因に過 ぎない。体制転換 した中 ・東欧諸国の何 ヵ国では,農 家に対す る支援策
はEUレ ベ ルかそれ を上回っているが この問題の本質は,改 革が充分でないため,農 業の生産性
が低 く,こ れが 肚界の他の国 との貿易の統合 を阻害 してい る大 きな要因である('L4?。(表II-3b
参照)。
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表 五一3-a中 ・東欧 ・バル ト諸国の農業の特徴とEUと の比較
国 名 国内総生産に占める農業の割合 雇用全体に占める農業就労率 総面積に占める農耕面積
ポーラ ン ド 3.8{%) 1.8.1(%) 58.3(%)
ハ ンガ リー 5.5 7.1 66.5
チ ェ コ 3.7 5.2 54.3
ルーマニア 15.5 41.7 62.0
ブルガリア 17.3 26.6 51.3
・中東欧 ・バ ル ト10 G.8 21.5 55.9
・EU-15 1.s 5.0 41.8
出所:欧 州委員会,1999年データ,・1998年
表II-3-b農 産物の 貿易
2000年時の実質貿易値 EUとの農産物貿易 貿易に占める農産物 GDPに占め る貿易 の
(100万USドル) (100万USドル) 貿易の割合(%) 割合(%)
(1993)(20ao)
ブルガリア +139.0 一14 .3 +18.0 7.8 6.7
チェ コ 676.0 一113 .3 一621 .5 4.9 5.9
エス トニ ア 一199.0 一31 .8 一184 .3 11.1 16.3
ハ ンガリー +1153.0 +621.5 +530.4 6.0 6.9
ラ トビア 一297.0 一7 .9 一163.4 9.9 7.2
リ トアニ ァ 一106。0 一3 .300 一124 .0 10.9 8.9
ポー ラ ン ド 一533.0 一254.6 一324 .8 8.4 3.7
ルーマ ニア 一593.0 一332.9 一135 .5 5.7 3.5
ス ロバ キア 一382.0 一77 .5 一192 .9 5.0 6.4
ス ロベ ニア 一361.0 ・1 一237 .1 6.5 6.7
出所:EBRDTransitionrcport2002から作 成(OECD,Eurostat,EBRD,◎1994年の デ ー タ,・1999年 の デ ー タ)
注:+は 輸 出 額,一 は 輸 入 額
共通農業政策 は1962年か ら1963年にかけて成立 した,欧 州統合 の象徴 ともいえる。当時は最
重要 な共通政策であった。一定の時期,価 格支持政策を取 り,財 政措置は欧州農業指導保証基金
のEUの 財政予算で賄われ,農 業保護の面では有効 に機能 したが,ウ ル グアイ ・ラウン ドで 自由
貿易体制の精神 に反す るとい う批判や,農 業の近代化 といった構造改革の遅れ,更 に,農 業関係
でEU予 算 の50%近 くを占めることによるEU財 政の逼迫な どの問題に発展 し,改 革 の声 は高
まっている。
1980年代のアメリカとの貿易摩擦 などか ら1992年に改善の政策 に踏み切 って きたが,中 ・東
欧,バ ル ト,キプロス,マ ル タの10ヵ国の加盟 とい う事態に至 って,新 規加盟国に対す る補助
金 儂 家への直接支払い)の扱 いが浮上 した。2002年10月のブ リュッセルの首脳会議 は,新 規加
盟国に対 して,所 得水準の格差か ら,直 接支払い(directpayment一補助金)に移行期 間を設け,初
年度の2004年には現加盟国に対する支払額の25%,2005年は30%,2006年は35%,2007年は
40%とす るとい う漸進的なアプローチで合意 した。そ して2013年か ら現加盟 国並みの水準 とな
る。また,財 政的 な安定を求める声 を背景 に,首 脳会議は,農 家への直接 支払いや市場 関連支出
の総額は,次 ぎの予算(期間は2007年一13年)は,年率1%以 下の伸 びに抑 える ことで合意 して
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い る 。
皿一4共 通農業政策改革の問題点
共通農業政策の農業予算 は,(i)最 大の拠 出国 ドイツ,そ れに次 ぐイギ リスな どか ら政策の
改革を求める声が強まっている,(ii)これに対 し,農 業予算最大の受益国 フラ ンスは現行予算
が終了する2006年以降 に改革 を論議す る立場 に立 ってい る。地域振興(農村開発)基 金の受益国
のスペ イン,ポ ル トガルなどが警戒感 を示 している,(iii)とはいえ,EU財 政負担の50%近 く
を占める共通農業政策については欧州委員会か ら中 ・東欧,バ ル ト諸 国の加盟 を契機に見直す必
要を求める声が高まっている。
欧州委員会は,(i)直 接支払 を急激に現行の まま新規加盟国に適用す ること,農 業の構造改
革が立ち遅れるか,停 止す る恐 れがある,(ii)高水準 の直接 支払 で,生 産性 を高めるイ ンセ ン
テ ィブが失われ,高 い失業率,低 い生活水準がその まま推移 してい く,(iii)直接支払は,地 域
振興 儂 村開発)に 対する支援強化 と相侯 って実施するのが望 ましい とい う線 に落ち着 き,「拡大
と農業一新規加盟国の共通農業政策へ の成功裡の統合」 とい う文書 を公表 した(25)。
欧州委員会の拡大 と農業の報告書は,農 村開発 の分 野で,加 盟前の支援計画で あるSAPARD
(SpecialAccessionProgrammeforAgricultureandRuralDevelapment加盟のための農業,農村開発特別計
画)に よる農村 開発 に触 れ,加 盟国が適用 を選 んだSAPARD計画 につ いては,農 耕地,農 産物
加工,流 通分野への投資が優 先事項で農村 のイ ンフラ整備が これに続 いている。EUは 東方へ の
拡大 を前 に,農 業構 造改革,農 業環境保全,条 件不利地域振興 な どの政 策を,「農村 開発(rural
development)政策」 として農村開発 を共通農業政策の第二の柱 に据えている。
また,報 告書は,新 規加盟 国(2004年に予定)の大半 が,地 域 格差 を解消す るため経済的,社
会的結束 を強化する 目的で設け られた構造基金の対象のうち最優先 目標 に設定 されたオブジェク
ティブ ・ワンに統合 されることを考慮する としている(26)。
EUはBSE(bovinespongiformencephal・pathy,狂牛病)発生の危機で農場か ら食卓 まで農産物,
食品の安全性対策を強化 し,欧 州食品庁の創設な どに取 り組 んでいる。狂牛病 と口蹄疫の危機 に
よ り共通農業政策の中で,食 品安全の強化が求め られ,財 政措置 にも取 り組 む必要がある。財政
措 置について は,フ ランス政府が狂牛病 に関わった農家に対 して支援金 を拠 出するのを欧州委員
会が認 可 した ことか ら,共 通 農業政 策の中での加盟国の独 自の対応策,再 国家化(renationalisa-
tion)の側面 とみる見解 もあ る。 これは食 品の安全 強化 については共通政策だけで な く,加盟 国
の独 自性,EUと 加盟国の権 限の配分に基づ く対応 が必要 なことを意味 してお り,財政予算 に対
す る一考察が必要 と受 け止め られる。今後10ヵ国の多数国の加盟 によ り,食 品の安全政策は一
層重要になってこよう。
ところで,EC,EUの共通農業政策 につ いては,1991--92年にアイルラン ド出身の農業担当委
員だったマ ック ・シャー リー(MacSharry)の名 に因んだマ ック ・シャー リー改革で,価 格 支持
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政策を転換 し,大 幅 な価格引下げに対す る見返 りに農家 に対す る補償 を支給する といった以外,
大 きな改革はみ られない。実施10年後の今 日は補償支払(compensationpayment)の性格 はな くな
り,直接支払(directincomepayment)に変 わっている。共通農業政策の改革は,現EU加 盟国の
農産物生産の21.7%を占める最大の農業国の フランス とEU予 算の最大の財政拠出国の ドイツ
の意向に大 きく左右 される もの とみ られる(27)。シラク大統領 は2001年2月,現行の予算措置 の
期限が切れる2006年まで改革 は待つべ きだ との意向を表明 している。
一方で,欧 州委員会の中では,2004年の新規加盟 を前 に,共 通農業政策の第二 の柱 である農
村 開発(地域振興)と環境保全,EU予 算の在 り方 をめ ぐり検討が進んでいる。欧州委員会筋 によ
ると,フ ラ ンッ ・フィッシュラー農業 担当委員は以下 を提案 した とされる。(i)EU加 盟国が
共同財政措置(予算)の 一部 を加盟国予算で手当てする案で,1999年3月のベル リン首脳会議の
際,ド イッはこれ を支持 した とされる。(ii)個々 の農家 に対す る直接 支払額 に上限 を設 ける。
(iii)直接支払 という多額 の補助金の一部 をEU予 算の農村 開発や環境保全措置 に振 り向ける と
い うもので,EUの 東方への拡大,WTOの 新 ラウン ド交渉 を前に しての重要な改革 とい える と
いう見方がある(28)。
皿一5ニ ース機構改革 と暫定措置
今回の12ヵ国の加盟交渉で全加盟 国が加 盟す る場合 を想定す ると,全 会一致 の意思決定は一
層 困難視 され るため,特 定多数決で決定す る政策領域 を拡大す るなど,EU拡 大 圏に見合った体
制造 りが必要 となる。 このため,EUは2000年12月のニースの首脳会議で,ブ ルガ リア,ル ー
マニア(その後の交渉でこの2ヵ国は2007年に加盟の見通しとなった)を含 めた27力国の加盟 を前提
に した機構改革 を討議 し,ニ ース条約 に合意 した。 この結果,(i)27ヵ国の加盟 を前提 に,閣
僚理事会の特定多数決の際の持ち票 を見直 した。結果的 に,持 ち票の配分が大 国に傾 き,ド イ
ツ,フ ランス,イ ギ リス,イ タリアが これ迄の10票が29票に,ス ペ イ ンが27票,中 ・東欧諸
国へ の配分では人口が3870万人 と加盟交渉国中最大のポーラン ドが27票 とな り,小 国 に軽い配
分 となった。
(ii)特定多数決制の適用範囲に35分野 を追加 した。アメリカのイラク攻撃の動 きが強 まって
いるが(2003年2月9日現在),EUの共通外交安全保障政策は重要な要素で,マ ース トリヒ ト条約
では首脳会議が外交政策 ・安全保障政策の一般的指針 を全会一致で策定 し,統 一行動の対象事項
については閣僚理事会が,特 定多数決で決定で きることになっている。 この共通政策について首
脳会議 と閣僚理事会の役割分担 を明確 にした。ニースの交渉で焦点 となった政策の領域は,(1)税
制,(2)社会保障,(3)移民,難 民政策,(4)通商政策,(5)地域振興策で,こ のうち税制 と社会保障は
イギリスの強い反対で不成立 となった。通商政策のサービス,投 資,知 的所有権iについてはフラ
ンスが除外を求めたビデオ,映 画の購入以外特定多数決制が承認 された。(5)については適用年度
を先送 りして合意 した。
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(iii)欧州 委 員会 の構 成 を大 国2名,他1名 の現 行 体制 か ら27名 を上 限 に各 国1名 とす る。
(iv)現在加 盟 国 の過 半数 以 上 の加 盟 国 の 参加 で 先 行統 合 す る方式 を8ヵ 国以 上 で実 施 で きる
こ と な ど を決 め た。 「先 行 統 合 」 に 道 を 開 く 「緊 密 化 協 力(enhancedcoopera廿on)」に つ い て
は,2000年6月 の ポ ル トガル の サ ン タ ・マ リア ・ダ ・フ ェイ ラの 首 脳 会 議 で ,加 盟 国 の状 況 に
応 じて異 な る度 合 い の統 合 の進展 を認 め る 「よ り緊密 な協 力=先 行 統 合」 を更 に広範 な分野 に適
用 して い くこ とで 合意 して い る。
2002年10月の ブ リュ ッセ ルの 首脳 会 議 で,ブ ル ガ リア,ル ー マ ニ ア を除 く10ヵ 国の 加 盟 が
表 皿一5-a閣 僚理事会での持ち票の配分
加盟国 04年5月1日一12月31日 2005年1月1日
ドイ ツ 10 29
イギ リス 10 29
フ ラ ンス 10 29
イ タリア 10 29
スペ イン S 27
ポー ラ ン ド S 27
オラ ンダ 5 13
ギ リシャ 5 12
チ ェコ 5 12
ベ ルギー 5 12
ハ ンガ リー 5 12
ポル トガル 5 12
ス ウェーデ ン 4 10
オー ス トリア 4 10
スロバキ ア 3 7
デ ンマー ク 3 7
ブ インラ ン ド 3 7
ア イル ラ ン ド 3 7
リ トアニア 3 7
ラ トビァ 3 4
ス ロベ ニア 3 4
エ ス トニア 3 4
キ プロス 2 4
ルクセ ンブル ク 2 4
マ ル タ 2 3
25ヵ国計 124 321
EU拡大圏 と汎ヨーロッパの未来 17
表II-5-b 現EU15ヵ国の持ち票,議 員数 とニース条約 に基づく決定
(中・東欧,バル ト三国の12力国の加盟を前提)
現閣僚理事会での持ち票 欧州議会議員数 ニ ース条約 ・持 ち票 ニー ス条約 ・議 員数
ドイ ツ 10 99 29 99
イギリス 10 87 29 72
フ ランス 10 87 29 72
イ タリア 10 87 29 72
スペ イン 8 64 27 50
オランダ 5 31 13 25
ギ リシャ 5 25 12 22
ベルギー 5 25 12 22
ポル トガル 5 25 12 22
ス ウェーデ ン 4 22 10 18
オー ス トリア 4 21 10 17
デ ンマ ーク 3 16 7 13
ブインラ ン ド 3 16 7 13
ア イルラ ン ド 3 15 7 12
ルクセンブルク 2 6 4 s
2001年現 在 87 626
ポー ラ ン ド 27 50
ル ーマニア 14 33
チ ェコ 12 20
ハ ンガ リー 12 20
ブルガリア 10 17
スロバキア 7 13
リ トアニア 7 12
ラ トビア 4 8
スロベニ ア 4 7
エ ス トニ ア 4 6
キプロス 4 6
マル タ 3 5
総計 345 732
(注)(1)欧 州 議 会 の 議 員 定 数 の 変 更 は,2004年1月1日 か らの 予 定 。
(2)欧 州 委 員 会 の 委 員 制 度 は,2005年1月1日 か ら1国 に1人 が 配 分 され,EU加 盟 国 が27ヵ 国 と な っ た場 合,委 員
総 数 は27以 下 と な り,輪 番 制 と な る。
(3)閣 僚 理 事 会 の 新 し い持 ち票 の 配 分(thenewvoteweightings)は2005年1月1日か ら発 効 の 予 定 。
(4)上 記 の(1),(2),(3)はニ ー ス条 約 のprovisionaltextに記 載 され た が,そ の後 正 規 の 条 約 で は 削 除 され て い る。
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決 まった こ とか ら,暫 定措 置 の手直 しが必 要 とな り,2004年5月1日か ら12月31日の間 と
2005年1月1日以降の閣僚理事 会の持 ち票の配分 は表H-5-aの 通 りとなった。その結果,閣
僚理事会での採決は,暫 定期 間中は欧州委員会 の提案の場合 は88票以上の賛成が可決 に必要 と
な りsそ の他 の場合は,3分 の2以 上の投票 によ り88票以上の賛成で可決 され る。加盟条約 に
基づ く新規加盟国が10ヵ国以下 の場合,特 定多数決の基準は,全 投票総数の71.26%にで きる
限 り近い票数に相当す るように閣僚理事会で決定す ることとなっている(29)。
2005年1月1日か らは,閣 僚理事会での採択 は,欧 州委員会の提案の場合 は,232票以上の賛
成が可決 に必要 とな り,そ の他の場合 は3分 の2以 上の投票 によ り232票以上の賛成が可決に必
要 で,特 定多数決 に よる可決 の場合 にはEU加 盟国 人口の62%以 上 を満 た さな ければ な らな




欧州委員会の勧 告,ブ リュッセル首脳会議の決定 を経て,中 ・東欧,バ ル ト諸国,キ プロス,
マルタの10ヵ国のEU加 盟は2002年12月12,13日の両 日開かれたコペ ンハーゲ ン首脳 会議で
正式 に決定 された。
最終決定にあた り特徴的な点を挙げれば,(1)中小農業従事者200万人 を抱 える農業大国ポー
ラン ドが農家へ の補助金の上乗せ問題で粘 り強 く交渉 し,EUが補助金 儂 家への直接支払)の支
給 を前倒 しして短期的に金額 を上乗せす ることで妥結 し,EU側 か ら譲歩 を引 き出 したことが第
一に挙げ られる。ポーラン ドは欧州委員会か ら2002年10月に加盟勧告 にあた り,農 業,漁 業,
環境 の分野で,司 法,行 政の整備 に遅れが 目立つ として警告 を受けていた(30)。また,ポ ー ラン
ドは,今 回の首脳会議で,直 接支払の増額 を要求 したことに対 して,一・時 は議長国のデ ンマーク
か らポーラン ドの加盟延期 も有 り得る との圧力 をかけられた一幕 もあった。ポー ランドの強硬 な
申 し入れ は背後に ドイツの支持が得 られ るとの読みがあったか らと伝 え られ るが,結 果 として
EUは,加 盟交渉国に対 して4億3300万ユー ロ(4億4200万ドル)の追加支出に合意 した(31>。大
半はポーラン ドが受け取ることになる。
もう一つ,コ ペ ンハーゲ ンの合意で特筆で きるのは,EUが トル コとの加盟 交渉 の開始の可能
性 には じめて言及 した点で ある。首脳 会議は声 明の中で,「欧州委員会 の報告 と勧告 に基づ い
て,2004年12月に開かれるEU首 脳 会議が,民 主主義,人 権,少 数民族のmと 保護の政治基
準 を満た していると決定すれば,速 やか に トルコとの加盟交渉 を開始す る」 と述べている(32)。
トルコが ヨーロ ッパ路線に踏み出 したのは,1949年に設立条約が調印 された欧州評議会 に加
盟が認め られた時 とされ るが,ト ル コ近代化の指導者,ケ マ ル ・アタチュルクが1920年代すで
に ヨーロ ッパ化 に よる近代化 を目標 としていた。グ レゴ リオ暦(太 陽暦)の採用,ス イス民法,
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イタリア刑法の採用,政 教分離,ヨ ーロ ッパ文字の採用 などがあ る。
しか し,政 治的にはクル ド族な ど少数民族の扱いをめ ぐって人権尊重に対する懸念が ヨーロ ッ
パには根強 く,欧州議会では人権に対す る認識の欠除が しばしば指摘 されて きた。 また先 きに述
べ たキ プロス をめ ぐるギ リシャ との領 土紛 争 もあ る。かつ て ア メ リカの ク リン トン大統 領
は,1999年11月,ベル リンの壁崩壊10周年の記念講演の中で,ヨ ー ロッパ政策の未解決の課
題の一・つに,「ギ リシャと トルコの関係の正常化」 を挙 げたこ とがあるが,両 国の融和 はキプロ
ス紛争の包括的解決にその突破 口を見出す ことがで きよう。
また経済的には,1989年に欧州委員会か ら,経 済,社 会体制が整っていない として否定 的な
見解が示 された。 出生率が高 く,GDPがEU最 貧国だ ったギ リシャの3分 の1と 低 く,ま た,
イ ンフ レ率,失 業率が高いことが指摘 された。 このため,EUに は トルコが多額 の構造基金 を要
求することにはな らないか,ま た,産 業に占める農業部門の割合が高いことか ら共通農業政策の
重荷 にならないか という懸念が強い。
また,キ リス ト教が主流のEUに とってイスラム教 とい う宗教 をどの ように受け止め るかの問
題 もある。欧州統合に関するこれまでの四つの基本条約 にも,ま たEU加 盟の条件 に も宗教 につ
いては言及されていない。民主主義,自 由,人 権,人 間の基本的権利に立脚 している統合 の思想
か らす れば多様性,異 民族の共 生は 自然 の理 で はある。 とはいえ,9.11の米同時多発 テロ以
降,現EU加 盟 国ではイスラム原理主義に対する警戒感 も絡 まって移民の流入,治 安強化の観点
か ら1990年代後半か ら主流だった政治の中道左派,左 派路線が後退 し,21世紀 に入る と右派,
中道右派が台頭 して きている。
こうした中で2002年11月の総選挙で、 トルコで野党の新 イスラム政党 「公正発展党」が躍進
し,政権 の座 に就いた。この公正発展党は,1998年1月,トル コ憲法裁判所が解散命令 を出 し
た イス ラム政 党 の福 祉 党の流 れ を くむ穏 健派 議員 が2001年8月に結 成 した政 党 であ る。 レ
ジュ ップ ・タイップ ・エル ドアン党首 は,1998年にイスラム教 を称賛す る詩 を発表 して実刑判
決を受け,今 回の総選挙では立候補 を認め られなかった。
ル ・モ ン ドによる と,ト ルコ議会 は12月13日,一・連の憲法改正条項 を採択 し,今 後 はテロの
犯罪で弾劾 された者だけが立候補 が認め られな くな り,思 想上の罪 は これに当 らない ことにな
り,エ ル ドアン党首の立候補が認め られることになった。手続 として,憲 法裁判所の審理で立候
補が認め られる。
また,ト ル コ議会 は2002年8月,戦争状態時以外は死刑 を廃止 し,ト ル コの一体性 に反 しな
い限 り小数民族の言語 による教育や放送を認める民 主化法案 を可決 したほか,政 府や軍に対する
言論の批判の処罰 を廃止す る法案 を可決 している。エル ドアン党首は,第 一・党が確定 したあ と,
EU加盟は トル コの第一の優先事項である と述べ,改 革 を進 める意向 を明 らか に した(33)。EUの
現加盟国のうちスペイ ンは トルコの加盟 を強 く支持 してお り,ア ナ ・プラチオ外相 は,「穏健派
イス ラム政党が率いる トルコの加盟には何 の障害 もない。EUは キリス ト教 クラブではない」 と
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支持 を表 明 した。
また,ト ル コのEU加 盟 交渉 の 開始 には,イ ラク攻撃 の 際 トル コの協 力 を取 り付 け たい ア メ リ
カか らの プ ッ シュの働 きか けが あ っ た。 ア メ リカの ブ ッシュ大 統領 が12月11日,EU首 脳 に電
話 して 善 処 を要 請 す る な ど強 力 に圧 力 を か け た と伝 え られ た(34)。また ポ ー ル ・ウ ォ ル フ ォ
ウ ィッツ国 防副 長 官 は12月4日,ロ ン ドンの 国 際戦 略研 究所 で演 説 し,欧 州諸 国 に対 し トル コ
のEU加 盟 交 渉 の 日取 りを設定 す る よ う訴 え,ア メ リカが トル コのEU加 盟 の 展 望 を開 き,同 時
にキ プ ロス紛 争 の打 開 を図 る とい う外 交活 動 を立 ち上 げ た(35)。
皿 加盟を目指す中 ・東欧諸国の政治,経 済状況
11中 ・東欧 経 済の進 捗 状況
東西 に分 断 され て い た ヨー ロ ッパ は,体 制 転 換 した 旧東 欧 圏 諸 国が2004年にEUに 加 盟 す る
こ とで,一 つ の ヨー ロ ッパ へ 向 っ て 大 きな ス テ ップ を踏 む こ と に な っ た。 この うち,ハ ンガ
リー,チ ェコ,ポ ー ラ ン ドは 第一 次大 戦前 には ドイ ツ,オ ー ス トリアのハ プ ス ブル ク家 と帝 国 を
形成,ま た はそ の影 響 下 にあ っ たが,1980年代 の 反体 制 運動 に始 ま り,特 に1989年の 冷戦 終 焉
後 に は こぞ って 自分 た ち は中 欧で あ り,歴 史的 に また文 化 的 に ヨ0ロ ッパ の 中心 部 で あ る と名乗
る よ うに な っ た。 旧東 欧 諸 国 の支 援 機 関 で あ るEBRDは,ア ルバ ニ ア,ユ ー ゴ連 邦 の バ ル カ ン
を含 め て15ヵ 国 を中 ・東 欧(centralandeasternEurope-CEE)と呼 び,ク ロ アチ ア を含め た 中欧
とバ ル ト諸 国の9ヵ 国 を中 ・東 欧 ・バ ル ト諸 国(centraleasternEuropeandtheBalticstates-CEB),
また ア ルバ ニ ア,ル ー マ ニ ア な ど南 東 欧 諸 国(バ ルヵン)に 限 っ て呼 ぶ と きにsouth-eastern
Europe(SEE)を使 っ て い る(注(11)参 照)。EUは,centralandeasternEuropeancoun-
tries,10-CEECsなどを使 用 し,世 界 的 に統 一 され た呼 称 は な い。英 エ コ ノ ミス トはfポ ー ラ
ン ド,リ トアニ ア,ベ ラルー シ,ウ ク ラ イナ が2010年頃 に は新 中欧 に な る とい う見通 し も伝 え
て お り,ヨ ー ロ ッパ の 呼称 は 当面 は流動 的 とな りそ うだ。
EU加 盟 に関 して,加 盟 の経 済 基準 で あ る市場 経 済へ の移 行 につ いて は国 や地 域 に よっ て異 な
り,ハ ンガ リー の場 合 は1970年代 か ら中 央 計 画 経 済 に市 場 経 済 を一 部 導 入 した並 行 経 済 を進
め,ポ ー ラ ン ドの場 合 は,重 債 務 に苦 しみ なが ら も集 団指 導 体制 は と らなか ったが,こ う した国
で は体 制 転 換 は比較 的順 調 に進 ん だ(36)。反面,ル ー マ ニ アや ブ ル ガ リアの よう に コ メ コ ンの 忠
実 な信奉 国で は,市 場経 済化 へ の市 民 の反 感 が根 強 く,順 調 には移行 のペ ー スが進 ん でい な い。
しか し9中 ・東 欧 バ ル ト諸 国 に とって は,苦 渋 の体 制 転換 の 中で,安 全 保 障 面 で はNATOへ
の加 盟,経 済,社 会,政 治 の面 で はEU加 盟 が 基 本的価 値 観 となっ てい る。
EBRDの2002年版年 次 報告 書 に よる と,中 ・東 欧,バ ル ト,CIS(独立国家共同体)の 経 済 支援
を受 けて い る27ヵ 国 は,過 去1年 間 は グ ロー バ ル経 済 の 不確 実 性 が 増人 す る とい う影 響 を受 け
た もの の海 外 直 接投 資 は2002年は過 去 最 高 の310億 ドル の水 準 が 見 込 まれ てい る。 反 面,中 ・
東欧,バ ル ト9力 国(ク ロアチアを含むがブルガリア,ル ーマニアは含まれない)の 経済 成 長 率 は2000
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年の4%か ら2001年には2.5%に落ち込 んでいる。中 ・東欧,バ ル トの多数 国 は1人 当 りの
GDPではEU平 均の50%以下,失 業率 も2桁 台で,今 後 とも持続的 な成長 と改革が引 き続 き必
要 となっている。
とはいえ,欧 州委員会が加盟 を勧告 したこれ らの地域は潜在 的な発展 を秘めた一大経済圏で,
体制移行への意欲が強い上,よ く訓練 され,ま た低賃金で雇用可能な技能労働者の存在 は投 資家
にとって も大 きな魅力である。欧米,日 本,韓 国 などか ら企業の直接投資が今後 も活発化 し,激
動する体制転換 を安定化す るマクロ経済のメカニズム として機 能することが期待 されている。
皿一一2改 めてハンガ リーを考 える
私は,2002年3月,ハンガリー を訪れ,科 学 アカデ ミー経済学研 究所,外 務省 な どEU加 盟
の担当者 と会い,加 盟への進捗状況を伺ったので,資 料 を含め ヒアリングか ら改めてハ ンガリー
を市場経済移行 を代表する1つ の国 として取 り上げる。
ハ ンガリ0がEU加 盟に有利 な点は,何 といって も早 くか ら西 ヨーロ ッパ と接触 し,歴 史的,
文化的な価値 を共有す る環境の 中で,政 治,経 済改革 に取 り組 んで きた面 を指摘 で きる。1968
年 には,「新経済メカニズム」 を導入 し,漸 進 的に非中央管理 システムを進め,部 分的 に市場経
済 を取 り入 れなが ら,着 実に国民 の生活水準 を高めていった(37)。多額の債務 を抱 えていた1970
年代末に,市 場 の原理 に向けた決定的な政策が取 られ,1980年代 に新 らしい タイプの経済組織
として合法 的に認 め られた民 間企業が急激 に出現 し,1982年の深刻 な経済 危機 に見舞 われ た
後,1982年にIMF(国際通貨基金),世界銀行 に加盟 した。
ハ ンガリー外務省の加盟交渉担 当者 カタリン ・ナージは,EU加 盟の理由 を長 い世代 にわたる
外国による支配からの独立 と安全保障をハ ンガリーの基本的価値観 として挙 げた上で,安 全保 障
はNATOへの加盟 によって得 ることがで き,経 済,社 会 の局面 ではEU加 盟 に よって,安 定,
成長,福 祉が保障 されると語 った。
当初,1989,90年に始 まる体制転換 に よって,中 ・東 欧諸 国は,経 済の停滞,イ ンフレの高
騰,財 政赤字,深 刻な失業,貧 困の急増 といった深刻 な事態 に逢着 した。 しか し,ハ ンガ リーは
近隣諸国に比べ て,社 会主義経済 に市場経済 を部分的に導入する並行経済 を進展 させ,早 い段 階
で市場経済化 に挑戦 し,海 外直接投資の誘致 に積極的に取 り組んだことか ら,経 済成長率は高 く
推移 し,失 業率はEU加 盟 国に比べて低い水準 となっている。
ハ ンガリーは機能する市場経済に必要な制度上 の枠組み を構築 し,海 外直接投資 と民営化,更
に中小 企業 の ダイナ ミックな発展 でGDPの80%は す で に民 間企 業 に よって生 産 されて い
る(38)。GDPの成長率は1997年以降4%を 上回って きてお り,2000年の成長率 は体制転換後最
高の5.2%に達 した。世界景気 の停 滞 に もかか わ らず,2001年前 半 の成 長率 は4.2%と健 在
で,構 造改革 と経済の成長基盤 を目指す インフラ整備へ の投資 によって成長率は今後何 ヵ年かは
5%台 に戻 ることが可能 とされる(39)。
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ハ ンガリーでは市場経済が機能 し,EU域内の競争圧力 と市場 の力 に対処す るための経済 の リ
ス トラ面での大幅な前進がみ られたが,反 面,物 価の安定 と,医 療保健,輸 送,地 方政府の分野
での財政の整理統合 に向けての進展は未だ緩慢 である。 また,失 業率は下って はきたが,雇 用率
はEUの 平均 に比べる と依然 として低 く,地域 間の格差 と熟練労働 者の不足が際立 ってい る。 こ
のため,雇 用率 を高めることが 中 ・長期の課題であるが,成 長率 と競争力が雇用を増や しそ うで
あるとし,ハ ンガリー政府 と欧州委員会に よるハ ンガリーの雇用情勢に関す る共同評価 はお しな
べて明 るい展望 を描いている。
1990年代 後半 に,ハ ンガ リー経済 と生産性がEU加 盟 の多 くの国に比べ て好 調 な ところか
ら,ハ ンガ リー は失業率 の引 き下 げ に可成 り成功 してい る。1999年の失業 率 は7.0%だった
が,こ れはスロバキアの16%,リ トアニアの13.3%,フランスの12.1%,イタリアの11.7%,
ポー ラン ドの10.6%,ドイツの8.9%に比べて低 い。ハ ンガ リー とEU加 盟国の経済格差 は早
いペースで縮小 して きているが,1人 当 りのGDPで はハ ンガリーは依然 としてEU加 盟15ヵ国
平均 の53.3%であ り,この点に留意 してお く必要がある(40)。
EUと社会政策で交渉を担当 しているハ ンガリー政府間専 門家 グループの責任者 は,貧 困を減
らしEU加 盟 を促進す る1つ の政策は,最 低賃金の引 き上 げであ るとい う(41/。ハ ンガ リー財務
省 は2000年に最低賃金制 を導入 し,月 収 で2万5500フォリン ト(1フォリントは0.53円,03年5
月),2001年には4万 フォリン ト台,2002年には5万 フォリン ト台に引 き上げるこ とになってい
る。ただし,ハ ンガ リー政府 と欧州委員会の雇用政策優先に関する共同評価の中では,最 低 賃金
制 は強制ではな く,ま た求職のインセ ンテ ィブにはならない としている。 しか し,地域 間格差の
解消 を目指す という観点か ら,ま たEU加 盟 国 とのGDP格 差 を縮小 し,EUの 雇用体制 に近づ
けるとい う点で は1つ の対応策 といえよう。
皿一 3政 治基準9小 数民族保護の問題
EU加盟の条件であるコペ ンハーゲ ンの基準では,小 数民族の尊重 と保護 を満 たす必要が ある
が,ハ ンガリーの場合はロマ人(通称ジプシー)の社会統合が課題である。ロマ人はブルガリア,
チ ェコ,ハ ンガリー,ル ーマニア,ス ロバ キアに広 く居住 し,平均 的に人口の5%を 構成 して
いるとみ られている。 ロマ人が居住す る多 くの国では,ロ マ人居住の コミュニティは,民 族集団
と して より社 会の底辺層 とみ られが ちなため問題が複雑 である(42)。ハ ンガリーで はロマ人は居
住分布 としては東部の貧困地域 に集中 しているが,通 常 は,組 織化 された政治の代表が居 らず,
また子供たちが特殊学校 に通 わされ,教 育の主流か ら隔離 される といった差別的扱い を受けてい
る。従 って大人の場合 も,労 働市場では下位の非熟練労働者層に集中 している。体制転換期には
最 も厳 しい失業 にさらされた人々である。
ハ ンガリー政府 の社 会政策に関するEU加 盟交渉責任者のマ リア ・ラ ド担 当官に よる と,社 会
主義時代にはロマ人には石炭な ど鉱業や建設業部 門で低賃金の肉体労働の需要があ り,ロ マ人の
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生活水準 は必ず しも悪 くはなか ったが,時 代の変革 と推移 に伴 い,現 在40代,50代の労働者は
当時の苛酷な労働 で健康 を害 している者が多 く,ま た若年労働者は教育を受け られず技能水準が
低いため就職が困難 な情勢になっている。一方,女 性の場合は,多 産で,社 会に出て働 く慣習が
無いのが一般的であるという。
EU加盟交渉責任者 によると,短 期 ・中期の対応 策を編成 し救済の手 を差 し延べてはいるが,
社会の差別の問題 も重 なって解決は容易 ではない という。具体策 としては,例 えば各地域で労働
者 を募集す る地域 オーガナイザーに職業訓練 を施 し,ロ マ人の仲間労働者 とのパイプとなるネ ッ
トワーク造 りに励 んでい る。ただ,実 際にはロマ人のコ ミュニテ ィといって も断片的で まとまり
が無 く,話す言葉 もコミュニテ ィによって多少異 な り,互 いに競い合 っていることか ら画一・的な
対応は必ず しも有効に作用 しない面 もあ るとい う。
とはいえ,ハ ンガリーはEU加 盟の政治基準 の人権の項 に照 らして も積極的 にロマ人の社 会へ
の統合 に腐心 している と説明 したが,ロ マ人 はハ ンガ リーだ けで な く,チ ェ コ,ポ ー ラ ン ド,
ルーマニアな どに広 く散在 して居住 しているところか ら,広 域の総合的な統合策が必要であると
の認識を示 した。
ロマ人についてはチェコでは,1991年の人口調査 による と,ロ マ人 は3万3500人が居住 して
いたが,公 民権剥奪 によって外国人 に指定す る市民権法が成立 したため,多 くのロマ人 は流浪の
民 とな り,チ ェコ市民になるにはロマ人は登録 された居住者,犯 罪記録が無いなどを証明す る必
要に迫 られ,幾 つかの難かしい規定 を満 たさねばな らな くなった。 この結果,雇 用機会の権利,
公営住宅の入居権,子 供 の入学や社会福祉 の受給な ど様々な面で影響が及ぶ ことになった。 これ
に対 して国連の人権委員会か らチェコ政府 によるロマ人の扱 いについて批判が出され,特 に多数
の ロマ人の子供が知的障害者向けの学校 に入居 させ られている件が言及 された(43)。
ロマ人が3.7%,トル コ人が9.4%のブルガ リアは全人 口の85.7%がブルガ リア人で比較的
同質社会 とい え,こ れ まで 目立った民族紛争が起 きたこ とはなか った。 しか し,欧 州委員会 は
EU加盟 を申請 したブルガ リアに関す る1998年の報告で,ロ マ人の扱 いにつ いて懸念 を表明 し
た。 この結果,ブ ルガ リア政府 とロマ人団体,非 政府 人権 団体 の問で協 議が持 たれ,1999年4
月,ロ マ人をブルガリア社会に統合す る計画の枠組 みが採択 された(44)。
2002年10月9日の欧州委員会の勧告の中では,困 難 な状況を改善するための各国の行動計画
の実施 に進展がみ られた として特定の国の対応 には言及 していない。共同体の差別反対 の法体系
に従って,包 括的 な反差別法の採択 と実施 を求めている。
】VEUの東方拡大と統合の未来
N-1拡 大が直面する課題
超国家的統合の理念 に基づいて発足 した欧州の統合 は,ユ ー ロ官僚,閣 僚,首 脳の理事会が先
導す る形 で深化 し,EUの 法令 が加盟 国議 会 の基本 法 となる につれ,EUと 加盟 国議会,つ ま
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り,EUと加 盟構成国の間の権 限の配分が課題 となった。EUと 国家 間の権限につ いて は,マ ー
ス トリヒ ト条約第3b条 に補完性の原則(principleofsubsidiarity)として規定 されているが,明 確
では ないE45)。今鳳10ヵ 国が2004年に一括 して加盟す る見通 しにな った こ とが契 機 とな っ
て,補 完性 の原則 とは何 かを改めて問いただす機 会 となった。 また,同 時に,EU基 本憲章 に盛
られた普遍的価値 である 自由,平 等,市 民 の権利,そ して市民参加のEUと は何か を問い掛 ける
機会 ともなっている。
補完性の原則 という考え方は,古 くはローマカ トリック教会が,こ の原則の社 会的教義 を発展
させ,「社会は弱い立場の人 々 購 成員)に助 けの手 を差 し伸べ るべ きではあ るが,そ の人 々の 自
尊心 と自主性の保持 に気を配 らなければな らない(4明としている点に遡 る。
この原則が共同体で現 われたのは,連 邦主義者,ベ ルギーの レオ ・ティンデマ ンス首相 を委員
長 とす る機構改革調査委員会が設け られた時である。欧州委員会がテ ィンデマ ンス委員長に提出
した提案の 中で,「EUを創 設す るには新 しい憲法 を起草 すべ きであ る。従 って補 完性 の原則
(principleofsubsidiarity)に従って,EUは 加盟国が もはや有効に対応 し得 ない問題 に限って責任 を
与え られるべ きである……」 と述べている。
次 ぎの段階は,ジ ャック ・ドロール委員長に促 されて,補 完性の原則 をマース トリヒ ト条約 に
織 り込んだ時である。この原則 は,EUと 加盟国の問の権 限の配分に止 まらず,加 盟構成国 と市
民,EUとEU市 民権 に も関わる問題で あろ う。古 い国で大国 のフ ラ ンス,ス ペ イ ン,イ ギ リ
ス,イ タリアといった国で地方分権化が進 む場合,市 町村 と県(州),国家,そ してEUと の関
係に も波及す るので,こ うした状況 を睨んだ取組みが必要 となったのである。
N2市 民のEUと 民主主義の赤字
マース トリヒ ト条約 をめ ぐり,1992年6月2日のデ ンマー クの国民投票で批准 が拒否 された
際EUの 設立に赤信号が灯 るとい うショックの波紋が広が った。次 いでニース条約が2001年6
月のアイルラ ンドの国民投票で否決された。アイルラ ンドはEU加 盟 によって経済的な恩恵 を受
けてお り,事 前に国民投票に よる批准の拒否 という否定的な見通 しは伝え られていなかった。例
えば,ル ・モ ン ドが,「ヨーロ ッパに与 えた突然で不意の シ ョック」の見 出 しで伝 えた(6月11
日付)の は,こ の間の事情を物語っていると考 えられる。
今 回のニース条約の批准については,ア イルラ ン ド以外 は議会 による採決で批准 した。EUは
6月11日の外相理事 会で,否 決理 由が明確 でない と して条約の修正 は不要 と判 断 した。 しか
し,条 約の批准 は加盟国の全会一致が必要 なため,国 民投票 を改め て実施 し,可 決が求 め られ
る。今回のアイル ラン ドの国民投票の結果は,「民主主義 の赤字(dem・craticdeficit)で表現 され
る,決 定に関する市民不在の懸念を際立たせ た。選挙で選 出された政府が決定す るとはいえ,市
民 に対 して充分 な説明責任 を果 さない と決定は市民か らむ遊離 し,市 民の足は投票所か ら遠の く
という政治的無関心につ なが りがちとなる。
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その後,ア イルラン ド政府 は,市 民 に対 して,通 貨統合へ の参加 などアイル ラン ドがEUに 加
盟 して得ている利益は大 きいなど,精 力的な説得 キャ ンペー ンを繰 り広 げた結果,翌2002年10
月19日の2回 目の国民投 票で,ニ ース条約 は62.89%の賛成多 数で一転 して批准 が承認 され
た。ニース条約は2003年2月1日発効 した。
こうした情勢 を踏 まえて,EU首 脳は,2001年12月,ベルギーのラーケン会議で,EUが 一定
の分野で官僚化 したことを反省 し,EUの 法制度は もっと市民 に開かれた もの にすべ きで あると
自己批判 し,こ こに初めて市民のEUが 大 きな課題 に浮上 した。
N-3ヨ ーロッパの将来 に関する協議会(convention>
マース トリヒ ト条約 をめ ぐるデ ンマークの国民投票 に続いて,ア イルラン ドの国民投票がニー
ス条約 を否決 したことは,加 盟各国の市民参加 とい う視点だけでな く,ヨ ーロッパ市民 とい う共
通の視点か ら考える時代が到来 していることを告げる機会 となったともいえる。マース トリヒ ト
条約は,EU加 盟国の国籍 を持つすべての個人 はEUの 市民 となると規定 し,ヨ ーロ ッパ市民権
が誕生 している。
マース トリヒ ト条約で,域 内での人の 自由な移動,居 住,労 働の権利 を認め,居 住先 きで地方
自治体,欧 州議会の選挙で投 票 し,立 候補で きる政治的権利 を付与 している。更に,同 条約 を一
部改定 したアムステルダム条約 で,「自由,民 主主義,人 権,基 本 的 自由の尊 重」 を追加 し,
ニース条約で,尊 厳,自 由,平 等,団 結」市民の権利,正 義の6章 か ら成るEU基 本権憲章 を宣
言 した。基本権憲章を法秩序に盛 り込むかは今後 に持ち越 されているが,EUの 民主主義,法 の
支配,普 遍的価値 につ いての考え方は強化 され,EU加 盟 国の市民 はこう した価値観 を共有 して
いる。
一方で政治の潮流 は,1990年代後半 には,社 会民主主義 に立脚す る中道左 派,左 派が 主流 で
あったが,グ ローバ ル化,9.11の米同時多発 テロの影響 で,移 民,難 民,治 安 強化 の対 策が急
浮上 し,21世紀 に入 ると,中 道右派,右 派が台頭す る逆転現象が起 きた。その後,2003年3月
19日(米東部時間)に始 まった米英 のイラク攻撃が 欧州 の政治 に どの よ うな波紋 を描 い てい く
か,政 治統合 にも関わる と考えられるので,そ の動向は重大視 される。
こうした中で,EUが2002年には旧共産圏諸国 も含めた10ヵ国 とい う多数国の2004年か ら
の加盟 を承認 した ことで,市 民のEU,EUと 加盟国の権 限の配分,EUの 統治,統 合の行方 を根
本的に総点検す るという統合発足以来の一・大論議 に発展 している。
2001年12月の ラーケ ンの首脳会議では,汎 ヨー ロッパの未来 を視野 に入れた,ヨ ー ロッパの
将来に関す る協議会(Conve面ononthefUtureofEurope)を設立 した。協議会は,フ ランスの ジス
カール ・デス タン元大統領 を議長に,イ タリアのジュ リアー ノ ・アマー ト元首相,ベ ルギーの
ジャン=ル ク ・デハーネ元首相 を副議長に,加 盟15国の政府代表,議 会の代表30名,欧 州議i会
か ら16名,欧州委員会か ら2名,更 に加盟交渉 国か ら政府代表各1名,議i会議員各2名 の参加
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となっている。但 し,新規加盟予定国の代表にはコンセ ンサスを阻む権 限は与 えられていない。
協議会 を取 り仕切 る議長団はジスカール ・デスタン議長か ら成る12名で構成 されている。
更 に,幅 広い討議,全 市民の関与 を可能にす るため,市 民団体が意見を発信で きる 「フ ォー ラ
ム」 を設けた他,個 人の 自由参加 を可能 にす るウェブサ イ ト 「futurum」を立 ち上げた。欧州委
員会 のロマー ノ ・プロデ ィ委員長は2002年2月28日の協議i会の初会合で,「私はEUに は憲法
が必要だ と考える。EU憲法の制定 によって,EUの 政治的実体性 は強化 され る」 と述べ,EU憲
法制定の必要性 に言及 した。
】V-4協 議会の検討課題
協議会 は以下の課題 を鋭意検討するこ とに した。
(1)はEUと加盟国の権限の配分の明確化 と簡素化,調 整の問題。EUと加盟 国が共有 し,ま た
双方に配分 され る権 限とは何か,市 民の意向や期待は どの ように取 り込むのか,共 通外交安全
保障政策で もっ と一貫 した政策 を樹 て られるのか,2003年に編成 予定のEUの 緊急対応部隊
の任務 であ る,「人道 ・救援,平 和維持,平 和創 出を含 む危機管理の任務」であるペー タース
ベ ルクの任務 を更新す る必要があるのか どうか,警 察 ・司法協力 はもっと統合 した方がよいの
かどうか などである。
(2)は,統合の深化,拡 大 に伴い拡散 し,複 雑化 したEU法 令の簡素化の問題。EUの 各種法令
を再 定義 し,そ の数 を減 らす こ とが鍵 となって いる。統合 が ス ター トし,今 日までの50年
間,EUは4つ の基本条約 を制定,統 合 を深化,拡 大 させて きた(47)。共同体の権限や機能は各
条約 に分散 され,一 般には分か りにくく,条 約 を簡素化す るため,EU憲 法の制定 を視野 に入
れた簡素化が課題 となっている。
また,法 令 は,拘 束力,適 用方法な どで,規 則,指 令,決 定,勧 告,意 見の5つ が規定 され
てい るが,適 用方法をめ ぐる再編成による簡素化が課題 となっている。加盟国にもっと裁量権
を与 えることも検討課題の1つ とされる。
(3)は,民主主義 に則 り,透 明で効率的なEU機構 の改革である。欧州委員会の権 限 と効率性 を
どう高めるのか,欧 州委員会の委員長 を どの ように選出するのか一一EU首脳会議かS欧 州議会
か,又 はEU市 民 による直接選挙で選ぶのか,ま た,欧 州議会の役割,閣 僚理事会 の権限の強
化 などの問題 も挙 げ られている(48)。
(4)は,加盟各国議会の役割である。新 らしい機構 の中で,加 盟国議会に閣僚理事会,欧 州議会
と並 んで影響力 を持つ,代 表的な機能 を持 たせるのか,ま た,現 在の6カ 月間の議長国の輪番
制 をどうするかな ど,透 明性,簡 素化,敏 速化 の意思決定 を含めた検討が求め られている。
協議会は上記 の課題 を広範 囲にわた り,抜 本的な検討 を重 ね,2004年に予定 される政府 間会
議(重 要事項を決定する首脳会議)に勧告する。 この協 議会では,EU憲 法 の制定の必要性 について
言及 しているが,憲 法制定の問題は2000年6月,ベルリンの連邦議会 でフランスの シラク大統
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領が提唱するなど必要性が言及 されている。その他,欧 州大統領制 の導入,EU拡 大 圏を統治す
る制度 もEU統 合の未来 を展望す る上で大 きな検討課題である。今回の協議会で結論が 出るか ど
うかは別 として,深 化 し,拡 大するEU統 合の未来 を展望する上では,連 邦制 を含めた政治の最
終形態(finality)の検討が重要課題の1つ と言 える。
ラーケ ンの首脳 会議では重要 な幾つかの議題 をめ ぐって,連 邦主義 をめざす国 とナ ショナルな
国家志向の強い国 との問にすでに綱引 きが行われた。連邦主義 をめ ざす国々では,外 交政策,税
制,欧 州大統領制 を強 く推す動 きがすでに想定されていた し,こ れに対 して,主 権 に依拠する国
民国家志 向の国々は,EU権 限の肥大化を抑制す る路線 を貫 こうとした とされ る。 これ以上権 限
をEUに 委 ねた くないイギ リスは,「ヨーロ ッパ超 国家」の創設 に警戒感 を示 し,逆 にEUか ら
一定の権 限を加盟国議会 に取 り戻す可能性 を探 るス タンス を取 った。通貨統 合の適用除外 を受
け,ユ ーロ未加盟のスウェーデ ン,デ ンマークも国家主権を重視す る国民国家 グループに属 し,
ニース条約 を一回目の国民投票で否決 したアイルラン ド,欧州統合 に反対の姿勢 を示 して きたシ
ルヴィオ ・ベ ルルス コー二首相が率いるイ タリア もこれ以上の統合 には懐疑 的 とされ る。
これに対 し,連 邦制志 向の,議 長 国ベ ルギー の フェ ルホ フス タ ッ ト(Verhofstadt)首相 は,
「ラーケ ン宣言 は,欧 州大統領の直接選挙,EU憲 法,基 本的権利憲章 を討議 のメニューに載せ
た ことによって数 々の禁句 を破 った」 と述べた。 フェルホフス タ ッ ト首相 と ドイッの シュ レー
ダー首相は,閣 僚理事会 自体,EU議 会の第二院に してはどうか,立 法府の討論は公 開にすべ き
だ とい う考えに立っているとされる。フランスは英独 中間のスタンスを取 って来た。
現段 階での討議 の内幕 をみてみると,イ ギ リスのフィナンシャル ・タイムズは,2003年2月7
日付で,協 議会が討議 したEU憲 法の第一次草案が公表され,外 交政策,経 済,宇 宙 開発 につい
て現加盟15ヵ国に大 きな役割を持 たせ る といった案につ いて,イ ギ リスが直 ちに草案 の何項 目
かは受諾で きない として拒否 した と伝 えた。イギ リスは外交政策 についてはアメ リカとの大西洋
パー トナーシップによって独 自路線 の余地 を残 してお きたい考 えで,フ ィナ ンシャル ・タイムズ
によるとイギ リスは第一次草案 を予想以上 に欧州連邦 国家 を目指す ものだ と主張 したと伝 えられ
る。
協議会は様々なテーマ をめ ぐって討議が難航す ると予想 されるが,こ れ までの統合 をめ ぐるメ
リットとして多様 なアイデア,見 解が提示 され,衝 突 しなが らも経済分野で着実に進展 してきた
ことが指摘で きる。共通農業政策,市 場統合,通 貨統合な どは経済分野の大 きな統合の成果であ
るが,今 回の統合 をめ ぐる討議は未来を見据 えた政治統合に大 きなステ ップを踏み込め るか どう
かの正念場 として大いに注 目される。
N-5欧 州 モ デル と安 全保 障 問題
拡 大EU圏 の世 界 で は今後 何 が 起 きるの か。 欧 州 委 員会 の 未 来研 究 ユ ニ ッ ト(ForwasdStudies
Unit)は,1998年に,「 ヨー ロ ッパ2010」の 報告 書 を発 表 し,ヨ ー ロ ッパ の 未 来 の シナ リオ を描
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い ている(49)。(1)アメ リカ型 自由経済 の世 界制覇 と社 会不 安の増 大,(2)衰退す るEUと 国
家,活 性化す る地域社会,(3)「第三 の道」 を模索する ヨーロ ッパ とEU統 合の進展 な ど5項 目
にわたって未来像 を描 いている。
例 えば,第1の シナ リオで,市 場の勝利 により,社 会格差が拡大 し,都 市犯罪やテロ行為が増
え,環 境が悪化 しているとか,第3の シナリオで,市 民社会が勃興 し,地 域共同体組織や政治討
論の市民社会のネ ットワー クが形成 されつつあるとしている。 また,頻 発する地域紛争 と大国主
導型EUの 出現の シナ リオでは,大 量発生す る移民,難 民に対 して国境検問所が林立 し,テ ロに
よって死刑が復活するなど様 々なケースを想定 し,今 後の予測 につ なげている。
しか し,予 測 はあ く迄想定であ り,未 来は未だ定 まっている訳でない とも言えよう。欧州統合
の共 同体発足 当初 は,一 国家至上のナ シ ョナ リズムを放棄 し,不 戦 に よる平和 と安定 した ヨー
ロッパを築 くため,国 民国家の主権の一部 を共有の超国家機 関に委ねて統合 された ヨー ロッパ を
構築 する 目標 を掲げた。 この理念の下に,統 合 を深化 し,拡大する とい う2つ の方針が打 ち出 さ
れた。 しか し,こ の理念に基づ く中 ・長期的なシナ リオが発足時に存在 していた訳ではない。時
代の推移の中で,短 期,中 期の 目標を掲げ,経 済的には共通政策,市 場統合,通 貨統合 を進めて
きた。海図を描 いて未知の大海原を航海 して来た。
その結果 として,社 会経済的には,社 会的結束を強め,人 を重視 し,福祉 に配慮 したモデルを
目標 に掲げ,域 内の人の移動,労 働,居 住 の自由 を認めた欧州市民権 を導入 した。2003年6月
の リスボ ン特別首脳会議は,「持続的な経済成長,完 全雇用,社 会 的結束の強化」 とい う3つ の
目標を追求す る欧州経済社会モデルの構築を 目指す新戦略 を設定 した。アメリカの 自由市場経済
中心の資本主義モデルに対 して,ヨ ーロ ッパ型資本主義 のモデルを提示 した。EUは ユー ロ立ち
上げに続 く,持 続的な経済成長のために,知 識 を基礎 とす る経済圏の構築 が必要だ として,「欧
州電子化行動計画」 を中心 に据えた(50)。
こうして,EUは 欧州 の統 合 を進 めて きたがその統合 は常 に激動の世界情勢の波 に揉 れなが
ら,そ の中か ら立 ち上が った面が多 い。ユーロ導入の源は,1971年の ドル危機 に よる欧州各 国
通貨の下落に より共通通貨を志向 した ことに求 め られる し,共 通外交安全保障政策 は,1991年
の湾岸戦争,1992年以降の旧ユーゴ紛争が引 き金 となった。EUが 中 ・東欧,バ ル ト諸国キプロ
ス,マ ルタの10ヵ国の一一括加盟 に踏み切 った裏 にはNATOの78日間に及ぶ空爆 を招 いた1999
年の コソボ紛争が多数国同時加盟の背景 として指摘 されている。
従 ってグロ0バ ル化,9.11米同時多発 テロの問題 は経済,社 会,政 治の分野 でEUに 様>1な
インパク トを与 えて きている。同時多発テロが引 き金 となった移民,難 民の ヨー ロッパへの流入
増 に対 して,EUは2001年12月の ラーケ ンの首脳会議で欧州逮捕状 の導入 を決 めた。EUは テ
ロリズムとの闘いではアメリカに連帯感 を表明 し,EU逮捕状(arrestwarrant)の採択に踏み切 っ
た。 ただ対象 とする32の犯罪 リス トには人種 主義 に関わる面があ るとして進歩派,ナ シ ョナ リ
ス ト派の間に懸念がある と伝 え られた(51)。
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】.v-s米英のイラク攻撃 とEU,NATO
本稿の校正時に,米 英軍が2003年3月19日,イラク攻撃 を開始 した。国連安全保障理事会で
は2002年11月8日,イラクの大量破壊兵器査察再 開のための決議1441を採択 して以来,査 察
の継続,強 化 を求めるフランス,ド イツ,ロ シア とイラクに対す る武力行使 の承認 を求めるアメ
リカ,イ ギ リス,ス ペ インが最後 まで鋭 く対立 した。 アメリカな ど3ヵ 国はメキシコ,パ キス タ
ンなど中間派の支持 を取 り付 ける多数派工作 を進めたが失敗 し,3月17日,武 力行使承認 の修
正決議案の採択 を取 り下げた。
アメリカが主張する大量破壊兵器保有のイラクに対す る武力行使の問題は,そ の是非 をめ ぐり
国際社会 を大 きく揺 さぶ り,ア メ リカの一 国主義(unilateralism)か多 国間主義の枠組みか の21
世紀の国際秩序 を占うともいえる問題 に発展 した。結局,国 連 という多国間協議の枠組みの中で
の対応 を協議 してきたが不調 に終わった。その結果,多 国間協議 の存在理由,米 欧同盟の亀裂,
欧州 内部の対立へ と進 んだので本稿 では米欧 同盟,EUに 関 わる問題 に絞 って触 れる(2003年3
月30日現在)Q
アメリカのブ ッシュ政権 は,9・11同時多発テロ以降,ア メ リカの安全保障 を確保す るため,
大量破壊兵器 を保有する敵国に対 して先制行動を取 るという国家安全保障戦略 を策定 した。 ブッ
シュ ドク トリンは,(1)一グローバル問題の対応 には国際条約や国際法 よりも,相 互的でな く一・
方 的な措置の方が有効である,(2)一如何 なる国,国 々もアメリカの軍事的支配 に挑戦すること
は出来ない,(3)一アメリカは,テ ロリス ト,大量破壊兵器の保有国に対 して先制行動 を自由に
取れ る,と いう3つ の主義 を掲 げた(BusinessWeek,March242003)。ブ ッシュ大統領 はこうした
背景の下に,イ ラクに対 して最後通告 した とされる。
これに対 し,二 度に亙 る世界大戦の教訓か ら多国間主義,法 の支配に基づいて欧州の統合 を推
進 して きた欧州共 同体加盟国の うち,フ ランス,ド イツ,ベ ルギ ーは国連 による査察の継続 と強
化 の線 に立ち,武 力行使容認決議 に反対の立場を とった。 ここに,冷 戦時 に築 かれた大西洋同盟
を中心 とする米欧同盟に大 きな亀裂が生 じた。アメ リカは,イ ラク攻撃に備え,2月,米 欧同盟
の要であ るNATOにイ ラクの隣 国 トル コの防衛 支援 を要 請 したが,フ ラ ンス,ド イッ,ベ ル
ギーの反対で合意に至 らず,2月16日,フ ランスが加盟 していないNATOの防衛計画委員会で
トルコ防衛支援が成立 し,辛 うじて綻 びを取 り繕 う形 となった。 しか し,ア メ リカが頼みの トル
コの議会が3月1日,ア メリカ軍の トルコ駐留を否決 し,そ の後,領 空通過を認めるとい う協力
に止 まったためアメリカは軍事戦略の修正を迫 られた もの とみ られる。アメリカの誤算 になるの
だろうか。
NATOは1997年5月,クリン トン ・エ リツィ ン会談で,米 ロが互 いに敵視 しない基本文書 に
調 印 したのを受 けて,7月 にチ ェコ,ポ ー ラン ド,ハ ンガリーの加盟 を認 め,ま た,2002年11
月のプラハの首脳会議で ルーマニア,ブ リガ リア,ス ロベニア,ス ロバキ ア,バ ル ト3ヵ国の7
ヵ国の加盟を承認 した。 これ ら7ヵ 国はアメリカの支援 を受 けての加盟承認 となった。中 ・東欧
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諸 国は,冷 戦終焉後は安全保障 はNATOに依存 し,政 治,経 済はEU加 盟 で とい う2つ の柱 の
戦略 に立 ってお り,NATO加盟が認め られたこれ らの中 ・東欧諸国は同時にEU加 盟の予定国で
ある。 こうした中で,2003年1月末,ハ ンガ リー,ポ ー ラ ン ド,チ ェコの中 ・東欧3力 国を含
む8ヵ 国がアメ リカの政策に左祖す る声明 を発表,ま た,2月5日 にはNATOとEU加 盟予定の
バ ル ト3国,ル ーマニア,ブ ルガリア など10ヵ国がアメ リカ支持の声明 を出 し,欧 州内部で描
いた波紋が さらに広が った。
こうして,欧 州 の分裂が深 まる情勢で,EUは2003年2月18日の緊急首脳 会議 で,(1)国連
の査察を完全 に支持す る,(2)武力行使 は最後の手段 として行使 されるべ きである,と い う共同
声明 を発表 した。 フランス,イ ギ リスの立場 を織 り込み,EUの 結束 を最優先 した内容 となって
いる。 さらに,EUは,3月20,21の両 日,ブ リュッセルで開いた首脳会議 で,戦 後 のイラク再
建 には国連が中心的な役 割を担 うよう求め る共同声明 を発表 した。内部対立 を避 け,一 致で きる
ところに焦点を当てた声明 となってお り,立場の相違が顕在化 した渦の流れの中で,こ の声明は
多国間協議 と法の支配 を政治的な理念 とす るEUと しての最低限の共通の外交路線 と言えよう。
とはい え,EUの ソラナ共通外 交 ・安全保障上級代表が2003年2月24日のEU外 相理事会 の
あ との記者会見で,「共通政策 を作 ろう として きたが,失 敗 した」 と語 った(朝 日新聞,2003年2
月26H)ように,基 本的 にはマース トリヒ ト条約で規定 されている共通外交 ・安全保 障政策 は発
動 で きなか った。 しか し,今 回の米英 のイ ラク攻撃は,主 権 を持つ一国の利害 と同時 にEUや
NATOの枠 を越 えた国連 とい う多国間協議の場 の問題であるだけに共通政策は発 動で きなかっ
た面 もある と考 えられる。現在,EUは,04年5月 に中 ・東 欧 ・バ ル ト諸 国な ど10ヵ国の加 盟
を控 え,「欧州の将来に関す る協議会」 でEUと 加盟国の権限の配分,EU憲 法 の制定 など重要
な課題 を討議 してお り,EUは政治統合 を進める上であ らたな十字路 にさしかかった。
Vク ォ ー ヴ ァデ ィス?ヨ ー ロ ッパ
V-1三 層 と関わる発展
EUの統合の行方 は,当 面三層の局面に関わ りなが ら展開 してい くもの と考 えられる。
(1)国連,NATO,アジア,中 東な ど国際機関や地域圏 との関係で,経 済関係,外 交,安 全保障
の分野でのプ レゼ ンス強化 を志向 し,グ ローバル世界 に対す る関与 を強めていきそうだ。 クーデ
ンホーフ ・カ レルギー伯 は,大 戦 で没落す るヨーロ ッパの復活 を願って,「パ ン ・ヨー ロッパ運
動」 を提唱 したが,こ の構想の 中で,ソ 連の征服 を阻み,ア メリカに対抗す る戦略 に触れてい
る。米 ソに対抗で きるヨー ロッパの考 えは今 日に も生 きている。
例 えば,EUは アジアで経済的プ レゼ ンスを強め ることによって世界経済を リー ドしたい とい
う思惑がある。ASEM(アジァ・ヨーロッパ首脳会議i)が定期的に開催 されているが,ア ジア とヨー
ロッパ をつ な ぐ戦略的枠組 としてEUは 位置づけていると考 えられる。
またNATOとの関わ りも重要 な要素である。 イラクをめ ぐる情勢の展 開次第で今後NATOの
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軍事 同盟 としての存在理 由を問われることにな り事態は,流 動的,ま た不透明で進路 は不確定 と
なった。冷戦の終焉,ソ 連圏の解体 に起因する旧東欧諸国のNATOへの傾斜 は,こ れ まで二次
に亘って10ヵ国の加盟が認め られ た。東西 ヨーロ ッパ の融 合で ある。た だ し,西 欧 には ヨー
ロッパ 中心 の安全保障 と防衛能力を高め る 「欧州安全保障 ・防衛アイデ ィンテ ィティ(ESDI)」
の考 えがあ る。 このESDIはNATOの枠組 の中で発展 してい くこ とが承認 されてはいるが,イ
ラクに対する武力行使 といった世界的な重要問題が発生す る場合にはアメ リカの意向 とは異 なる
作 用 を し,北 大西洋同盟 を揺 さぶる事 態 に発展 す る こともあ り得 るこ とが 明 らか となった。
元々,米 欧の利益 は米 ソ対決の時代か ら変わって一枚岩にはな り得ない し,従 って米欧同盟の一
つの時代が終わ り再構築の時 と言えるか もしれない。 また中 ・東欧 ・バル ト,キ プロス,マ ルタ
の10ヵ国がEUに 加盟 した場合,EU内 部で共通外交安全保障,防 衛政 策 も対 立含み となるか
もしれない。加盟国に向けられた銃 口に集団で反撃す る時代が遠の き,イ ラクの大量破壊兵器,
北朝鮮 ・朝鮮民主主義人民共和国の核兵器開発 といったユニバーサルな現代の脅威の問題に対処
する場合,基 本的には国際連合の枠組みの中での模索が改めて問われることになろう。不安定で
ラ ピッ ドな時代 になって 国連 へ の回帰 が新 た に浮 上 してい る。今 回の米英 の イ ラ ク攻 撃 で
NATOだけで なくEUの 共通安全保 障,防 衛政策 も困難iな現実 に逢着 し,EUの 軍事力 強化の声
も上がって きた。
(2)は,EUの更なる拡大 と未加盟の周辺 国との協力 関係の問題 であ る。EUへ の加 盟交渉国
の ルーマニ アとブル ガリアは2007年の加盟 が見込 まれてお り,実現 すれ ばEUは,加 盟27ヵ
国,人 口で4億8300万人(2001年現在)の 巨大 な拡大 圏へ と発展す る。2004年,10力国が予定
通 り加盟す ると,GDPは1999年時で,現 在 の加 盟15ヵ国の5%弱 増,購 買力基準 で11%増
となる。1人当 りのGDPは 購買力基準で15ヵ国平均 の40%に相当す る。10ヵ国が加盟 した場
合,ユ ーロ加盟希望 国は,過 渡的措置 として,一 定の変動幅の範囲で平価 の調整が認め られる固
定相場制の メカニズムーEMSIIへの参加 を選択 で きる。中 ・東欧 ・バ ル ト諸 国の主流 は,カ レ
ンシー ・ボー ドで呼ばれる,通 貨当局が レ0ト を固定 した外貨(ユ ーロ)の供給 しか行 なわない
固定相場制 とす るか,自 由な変動相場制 を採用 している。現在エス トニアはカレンシー ・ボー ド
制 を,ポ ー ラ ン ドは1990年に 固定 相 場 制 だ っ たが,2000年4月に変 動 相場 制 ヘ シ フ トし
た(52)。イギ リス,ス ウェーデ ンのユーロ参加 と並 んで新規加盟 国のユー ロ参加 は もう1つ の加
盟後 の焦点 となる。
マケ ドニアはEUと 安定化,連 合協定を結んでお り,ま た,ユ ー ゴ連邦構成国のモ ンテネグロ
はユー ロを法定通貨 に採用 しEU加 盟に意欲的で,近 い将来EU加 盟 は30ヵ国以上 に拡大す る
見通 しである。EUは一方 で,裾 野に広が る周辺国 との協力に も意欲的で,ユ ー ゴ連邦,ボ スニ
ア ・ヘルツェゴビナな ど西バルカン諸国に対 して,安 定 ・連合プロセスを進めている。
EUは地中海諸 国との協力 にも意欲的で,1995年11月に,欧 州 ・地 中海パー トナー シ ップ協
定が結ばれ,EUは アルジェ リア,エ ジプ ト,ヨ ルダン,レ バ ノン,シ リア,イ スラエル などの
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諸国 と政治,経 済,社 会的対話を進めることになった(53)。同じ脈略で,EUは ロシア,ウ クライ
ナ,ベ ラルーシ,他 に旧ソ連圏数 ヵ国 とパー トナー シップ ・協力協定 を締結 している。
(3)国境周辺の地域協力 圏 一ユーロリージ ョン。国境 にまたが る地域協力はすでに戦前か ら始
まっていたが,中 ・東欧地域 では1992年にハ ンガリーの2つ の県 とオース トリアの1つ の州の
発案が発展 して国境地域評議会が設立 された。 これを契機 に組織的な地域協力が活発化 し,ウ ェ
ス ト ・ニュガ ッ ト・パ ンノニアユー ロリージ ョンが1998年に結成 された。ハ ンガ リ 一ー,オース
トリア,ス ロベニアにまたが るこのユーロ リージ ョンは体制転換期の成功例 とみなされている。
海外か らの直接投資が活発で,経 済構造の転換 として特に民営化が進み,旧 大手企業が急速に復
活 した結果である(54)。
中 ・東欧の国境 にまたが る最初の地域協力圏であるカルパチア ・ユーロリー ジ ョンは,ハ ンガ
リー,ポ ー ラン ド,ウ クライナ,ル ーマニ アの4ヵ 国の 国境 地域協力 と して1993年に成立 し
た。Iloo万人,10万6000平方 キ ロの 地域協 力 圏 は,経 済,社 会 の停滞 の影 響が 出 て いる ほ
か,4ヵ 国が周縁地域 とみな して責任 ある国 と地域の機関が大 きな関心 を払 うまでには至ってい
ない上,近 年で は犯罪組織 によって車の密輸 といった不法活動が暗躍 し,全体の開発戦略が必要
という指摘 もある(55)。しか し全体 として,EU加 盟を 目前 に した中 ・東欧諸国 と未加盟の隣接 国
は,国 境の壁が一層低 くなるグローバ ル化,地 域化の波に洗われなが らそれに適応 した生活圏を
拓 り開いてい くのは妥当な考 え方 と言えよう。
V-2拡 大圏の統治システムとEU統 合 の未来
こ う見て来 る と,EU拡 大圏の地域統合 の発展 には しっか りした統治 の政治 制度が不可 欠 と
なって くる。2004年に25ヵ国92007年に27ヵ国,今 か ら10年後 頃には30ヵ国前 後の拡 大圏
が出現することを想定す ると欧州政治統合の最終形態 にまで踏み込んで討議 を重ね るのは時宜 に
適っている と考え られる。政治統合 は,国 家のない通貨 といわれるユーロの安定にも不可分の要
素 とも言える。地理学教授資格保持者で,欧 州,地 中海問題 に関する著書のあるフランスのジャ
ン ・フランソワ ・ドルヴェは,政 治統合 の選択肢 として,(i)厳 密 に経済的役割 に限定 し,政
治的影響を受 けない商人組合型(中 世のハンザ同盟都市)の建設,(ii)巨大 な行政府 と同化 された
システムを持つ ローマ帝 国型のモデル,(iii)ハプスブルク帝国やスイス連邦 のように異民族共
生 を保証する地方(州,県)と 国家の権限に配慮 した連邦制を挙 げている(56)。
このうち,(i)は 北欧諸国 とイギ リス連邦の長い経験 を持つ イギ リスが望 む統治の形態であ
るとみ られるが,EUは 経済統合の域 を出て政治統合ヘ ステ ップを踏み込んでいる現状 か ら対象
外であろ う。 また,(ii)はEUが主権国家 か ら構成 されている以上,ロ ーマ帝国型のモデルの
再現は現実的ではない。結 局,(iii)が関わる,ヨ ー ロッパ合衆 国か ら国家連合 に至 る領域 の中
での選択肢が現実的な統治の形態になるであろう。
ユーロの流通 に次いで,東 方への拡大が更に進み,政 治統合が検 討課題 に浮上 して いる情勢
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で,統 治の政治形 態 につ いての討論が本格化 した。 ドイ ツの ヨシュ カ ・フ ィッシャー外 相 は
2000年5月,ベルリンのフンボル ト大学の講演で,(i)議 会 は二院制 で,一一院は直接 選挙 に よ
る議員で構成 し,も う一院 は,上 院型か州政府が任命する ドイツ型の何れか とする,(ii)行政
府 は欧州理事会,つ まり各国政府か ら構成するか,現 在の欧州委員会 の構成 を出発点 とす るかの
選択肢があるという構想 を個人的見解 として提唱 した。
これに続いて,フ ランスの シラク大統領 は同年6月,ベ ルリンの ドイツ連邦議会で国民国家 に
取 って代 わる超 国家 ヨー ロッパの建設 は否定 した反面,欧 州統合 を加速す るため先行 グルー プ
(pionniers)の設定を提案 した。 この先行 グループにとって,経 済政策の調整,安 全保障 ・防衛政
策の強化,有 効 な犯罪対策が対応の優 先課題であ ると述べた(57)。また大統領 は,こ れ と並行 し
て,欧 州憲法の制定を提案 し,(i)も っ と有効で,そ して市民 に分 か り易 くす るため共 同体の
条約 を再編成す る,(ii)EUの最終 的な地理 上の境界線 を画定す る,(iii)EU基本権 憲章の性
格 を明確化する必要 を挙 げた。EUの 地理的境 界に言及 した ことか らローマ条約237条の 「どの
欧州国家 も共同体 の構成国になれる」 と規定 しているヨーロッパの国家 とは何か という問いを投
げかけたといえる。拡大するEUに 一定の歯止めをかける必要があると考 える意図の表われか。
翌2001年4月,シュ レ 一ーダー首相 はシュピーゲル誌上 で,個 人 と して連 邦化構想 を更 に進
め,(i)現 在のEUの 閣僚理事会 を第二の立法府 とし,加 盟国市民が直接選出する欧州議会 を
下院とす る二院制 とする,(ii)現在の欧州委員会 を中央政府 にしては どうか とい う見解 を示 し
た。
これに対 し,フ ランスのジ ョスパ ン首相 は,同 年5月,拡 大 ヨーロッパの将来に関する演説 を
行 ない,「連邦 とは欧州議会か らその合法性 を引 き出す欧州行政府 を意 味 してい る。 この行政府
は外交,防 衛の専有権 を持 ち,そ の場合,現 実の国家 は ドイツの州かアメリカ合衆 国の州 となっ
て しまう。フランスはこのような地位,連 邦 という考 え方を受け入れることはで きない」 として
ドイツの連邦化構想に反対の意向を表明 した。 しか し,ジ ョスパ ン首相 は同時 に,「連邦が,EU
に対 して,権 限を漸進的に,ま た抑制 した形で配分す るか譲渡す るアプローチ を意味するのであ
れば,ジ ャック ・ドロール(フ ランス出身の元欧州委員会委員長)が 編み出 した方式に従 って国
民国家連邦(federationd`Etats-nations)について判断す ることになる。 この国民国家連邦 は連邦 の
理想 と国民国家 の現実 を融合 させる もので妥当 と考える(58)」と述べた。
こう して統 治形態 をめ ぐっ て,ド イツ,フ ラ ンスが論戦の火 蓋 を切 ったが,イ ギ リスの ト
ニー ・ブレア首相 もこの間,2000年10月6日,(i)Eu委員長 を1人 制か ら,数 人の複 数制 に
す る,(ii)EU憲法 を作 るより,「諸原則の宣言」(astatementofprinciples)を作 る方が現実的,
(iii)欧州議会の他 に,加 盟各国議会の代表か らなる欧州上院を設ける,(iv)先頭集国の国 々が
統合 を先行 して進めてもよいが,こ の集国には どの段階で もどの国 も参加 で きる ようにすべ きで
あ るな ど6項 目を含 む政治改革 を提案 した(59)。ブ レア首相 がEU憲 法の必要性 を否定 した件 に
ついては,そ の後,2001年12月の ラーケ ンのEU首 脳会議の声 明で は,EU憲 法の可能性 に言
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及 して い る。
おわ りに
加盟 国が30ヵ国以上のEU拡 大 圏を展望する と,統 治基盤次第で はたがが弛み,分 裂の危険
も内包 しているとみ られるので,私 は欧州委員会の専 門能力 と理事会の意思決定の権限をかみ合
わせた独仏共 同提案が1つ の鍵 と考 えた(60)。2003年1月14日,22日のエ リゼー条約調 印40周
年記念 日を前 に,エ リゼー宮で仏独両首脳がEU政 治統合の統治の枠組 につ いて合 意 し,加 盟 国
が選出す る欧州大統領 と欧州議 会が選ぶ欧州委員長 を設け,双 方で権限を分担す るとい う双頭体
制 を共同提案 した。欧州大統領は,国 民国家による意思決定を主張す るシラク大統領が提案 し,
欧州議会 による欧州委員長の直接選挙は,超 国家的連邦制 に則 り,欧 州委員会の権限強化 を目指
してシュレーダー首相が提案 した。
この共同提案は2003年1月21日,独仏両国の外相が ヨー ロッパの将来に関す る協議i会に上提
した。1月22日付のル ・モ ン ドは,「協議会は仏独共同提案 に冷 た く反応」の見出 しで,特 に小
国が反応 した との反響 を伝 えた。一方で,1月22日 付の フィナ ンシャル ・タイムズは,2日 間の
論争 の中か ら,ヨ ー ロ ッパ の将来 の有 り得 る姿 が現 われ て くるか もしれ ない と伝 えた。「dual
presidency」で伝 え られる独仏共同提案について,こ の英紙 に よると,イ ギ リス,フ ランス,ド
イツ,ス ペ インなどの大国か ら成 る第一 グループは,EU大 統領 を通 じてEUは もっ と大 きな役
割 を与 えられるのではないか と考えているとされる。 また,小 国中心の第二のグループは,こ の
双頭制では小国が呑み込 まれ,過 去50年間に築かれたバ ランスが失われかね ない と当初 は強 く
反対 していたが,協 議会の主流の考 えは,(i)外 交政策の多 くの政策領域で個 々の国の拒否権
を廃止する,(11)欧州委員会 と加盟国双方に責任 を持つEU外 相を常設す る,(iii)欧州議会 に
EU予算 の承認権 を与 える,(iv)欧州議会 か ら選出 される欧州委員会委員長 は民主的合法性 を
持つ といった革新的なコンセ プ トを圧倒的に支持す るようにな り,静 かな革命が進行 していると
この英紙 は伝 えた。
仏独共 同提案 に対す る協議会の当初の反応 は,見 解が百花綾乱の様相を呈 していた とみ られる
が,そ れが一一巡 した ところで次第 に収敏 して くる もの と考 え られ る。EUが2004年には25ヵ
国,2007年には27ヵ国に拡大することを展望す ると,連 邦制へ 向か う政治の力学が働 くことは
必至 と考え られる ところか ら,主 権の重み を改めて主張する声が高 まるであろう。 しか し,同 時
に,統 合のたがが弛み分裂 を回避するためにも,政 治の求心力は一層求め られているの も確かな
のである。
そ して今,EUは 米英のイラク攻撃 とい う世界の安全保障に関わる問題 に直面 している。この
問題は,個 々の国の立場,国 連 とい う多国間協議の枠組 みに関わる とはいえ,EUの 共通外交安
全保障政策 とは何かを改めて問 う機会 ともなった。中 ・東欧 ・バル ト諸国の加盟 を前 に政治統合
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